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序　　　文

国際社会では、国連において1981年に「国際障害者年」、1983年に「国連・障害者の10年」が、ま

た、1992年にはＥＳＣＡＰ総会にて「アジア太平洋障害者の10年」が宣言されるなか、我が国にお

いても障害者に対するこれらの国際的支援体制の強化に相応して、支援の充実を図っています。

特定テーマ評価（タイ障害者支援）は、このような状況を踏まえて行われた障害者支援分野で初

めての評価であり、タイの障害者支援分野をケーススタディとして、過去に実施したＪＩＣＡの

協力を評価し、今後の協力の改善に向けた教訓・提言を得ることを目的としたものです。

評価の質・客観性の更なる向上がＪＩＣＡ内外から要望されるなか、ＪＩＣＡでは「協力受益者

の視点」からの評価を重視しておりますが、本評価においても「障害者当事者の視点」を重視し、調

査団長には障害者支援の国際的有識者である障害当事者の協力を得るとともに、現地調査では、

約 200名の障害者の方々から意見を聴取しています。

また、評価結果のＪＩＣＡ内外へのフィードバックの強化が求められていることを踏まえ、本

年８月にタイにおいて本評価結果の発表を中心とした現地セミナーを開催したところ、現地関係

者の皆様方から期待以上の好評を得ることができました。

本評価において提案された教訓・提言については、今後、ＪＩＣＡが障害者支援分野での協力

を進めていくうえで、大いに参考とし、役立てていく所存です。

本評価の実施にあたっては、タイ及び日本の関係者の方々に多大な御協力をいただきました。

関係各位に対しては、心より感謝の意を表するとともに、今後のご支援をお願いする次第です。

平成 12年 10月

国際協力事業団

理事 高島　有終
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写真で見る「障害者の現状と障害者対策の現状」

このたびの評価では、ＪＩＣＡの行った障害者支援に対する評価の前段として、障害者の現状

及び障害者対策の現状を調査するため、障害当事者団体、障害者支援担当の政府機関、国連アジ

ア太平洋経済社会委員会（ＥＳＣＡＰ）事務局、政府及びＮＧＯの運営する障害者支援施設を訪問

した。

ここでは、評価の報告内容への理解の促進を図るため、それらの団体・機関へ訪問した際の写

真を中心に、タイにおける障害者の現状及び障害者対策の現状の一端を紹介することとする。

＜障害当事者団体＞

タイには約480万人の障害者がいるが、障害当事者団体

の組織率は低く、タイ最大の団体であるタイ障害者協議

会（タイＤＰＩ）でも会員数は約１万2,000名である。１

番及び２番の写真は同協議会を訪問した際のものである。

１番の写真の中央にいるのがタイ障害者協議会のウイ

リア会長であり、左側にいるのがタイ障害者協議会の構

成団体である身体障害者、視覚障害者、聴覚障害者及び知

的障害者の各協議会の会長又は役員である。ウイリア会

長は視覚障害をもち、ハーバード大学ロースクールを卒

業し、現在、タマサート大学法学部助教授の要職にある。

人間中心の開発を理念とし、1997年に制定された憲法

はすべての人の平等と差別の禁止を規定しているが、い

まだ法令のなかに障害者への差別条項が残っており、タ

イ障害者協議会は差別の撤廃や障害者の権利保護に向け

活動している。特に、支援が行き届いていない地方の障害

者に対する支援が今後の重点課題であると語ってくれた。

この事例から見られるように、障害当事者団体は「障害者

の社会への完全参加と平等」に向けて重要な役割を担って

いる。

タイ障害者協議会は明るい雰囲気で、出席者は調査団

の質問に熱心に回答してくれた。また、本評価では障害当

事者の現状などを把握するため、アンケート調査を行っ

ているが、彼らもその回答者である。

１. タイＤＰＩ幹部による代表説明

２. タイＤＰＩメンバーとの協議
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＜障害者支援政府関係機関＞

タイ政府において障害者支援対策は労働社会福祉大臣

の下に設置された障害者リハビリテーション委員会が主

管しており、現在、同委員会事務局にＪＩＣＡの専門家が

派遣され、職業リハビリテーション計画の立案指導にあ

たっている。この写真は同事務局を訪問した際のもので

ある。同事務局では、タイ政府は国連アジア・太平洋障害

者の10年など国際的潮流に沿って障害者支援制度を設け

てきたこと、障害当事者団体やＮＧＯと密接に連携して

支援事業を形成・実施していること、今後は立ち遅れてい

る地方の障害者支援に本腰を入れることなどについて説

明を受けた。

また、障害者支援分野に外国政府からの協力は少なく、

日本が最大のドナーであることから、日本の協力方針が

タイ政府の政策に与える影響は大きいと語っていた。

＜国連アジア太平洋経済社会委員会（ＥＳＣＡＰ）＞

ＥＳＣＡＰは国連アジア・太平洋障害者の10年の推進

役として、アジア・太平洋諸国の障害者政策に係る調整・

指導を行っている。特に、障害者へのノン・ハンディ

キャップ環境整備についてはＪＩＣＡ専門家が中心とな

り活動が展開されてきている。

３. 障害者リハビリテーション委員会事務局との協議

４. ＥＳＣＡＰとの協議
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＜労災リハビリテーションセンター＞

労災リハビリテーションセンターは、労災により障害

を負った人を職業・社会復帰させるため、医療リハビリと

職業リハビリを実施している。本センターの設立・運営に

あたっては、日本（ＪＩＣＡ）がプロジェクト方式技術協

力（1983年度～1991年度）及び無償資金協力（1983年度）

で支援を行った。職員数は97名であり、うち障害当事者

は２名である。

６番の写真は本センターで行われている電気機器組み

立て訓練の様子である。職業リハビリでは各種の職業訓

練が行われており、卒業生・訓練生からはおおむね高い評

価を得ている。

７番の写真は1999年に開催されたフェスピックゲーム

（障害者オリンピック）を契機としてタイ側負担で最近建

設した体育館の風景である。また、8番の写真は障害によ

る精神的ダメージを回復させるピアカウンセリングと名

付けた話し合いを行っているところである。両者の活動

はともに日本（ＪＩＣＡ）の協力対象には含まれておらず、

タイ側で障害者のニーズに合わせて活動を拡大した例で

ある。

５. 労災リハビリテーションセンター（ＩＲＣ）正面

６. 電気機器組立て訓練

７. 体育館 ８. ピアカウンセリング
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＜パークレッド障害児ホーム＞

パークレッド障害児ホームは、1970年に設立された障

害を持った孤児のための施設である。収容児は年齢７歳

から18歳までの450名である。

職員数152名のうち、直接処遇者は30名であり、他の

公的施設と同様に、管理部門の割合が高い。職員は全員、

非障害者である。

入所者への処遇の質については調査の時間がなかった

が、視察した食事の情況では、50名ほどの入所者の食事

を４名の職員で世話しており、処遇の質はあまり高くな

いように感じられた。

また、食事時間は朝食７時、夕食４時半であり、朝食と

夕食の間に 14 時間半の間隔がある。これは食事時間を

サービス供給者である職員の勤務時間に合わせた結果と

思われ、サービス需要者側のニーズを考えると疑問を感

じる。

現在、ホームには２名の協力隊員が派遣されているが、

10番の写真は表紙に登場した佐藤隊員が出身地である福

島県を子供たちに紹介するために作成した掲示板である。

９. 子供たちの食事風景

10. 佐藤青年海外協力隊員が作成した掲示板
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＜シリントン国立医療リハビリテーションセンター＞

シリントン国立医療リハビリテーションセンター（シリ

ントンＲＣ）は、1992年に設立された障害者医療リハビリ

テーションセンターである。施設は大規模であり、各種リ

ハビリ機材も整備されている。ＪＩＣＡは1997年から２

年間、２名のシニアボランティアを派遣しており、また、

シニアボランティアの活動と関連して、1998年度に草の

根無償により体育館が建設されている（写真12）。このほ

か、他ドナーの支援で一部機材が入っているが、基本的に

はタイ側が自前で整備・運営している施設である。

ここの自立生活部のニパパン部長（写真11、前列最右）

は車椅子を使用する障害当事者であるが、全職員67名中

障害当事者は彼女１人である。このセンターをはじめ、障

害者支援の公的施設では、障害当事者の職員へ採用が少

なく、施設運営の意思決定にも参加していないのが現状

である。

11. シリントン国立医療リハビリテーションセンター（シ

リントンＲＣ）スタッフとの施設内視察

12. 草の根無償により建設された体育館
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＜盲人技能開発センター＞

盲人技能開発センターは1963年にタイのＮＧＯにより

設立された。視覚障害者を対象にした２年課程のマッ

サージ職業訓練コースがあるほか、３年課程のコン

ピューター訓練コースも最近開設された。訓練は職業に

関するものだけでなく、食事準備などの社会生活に適応

するための訓練も行っており、写真のような体操の時間

もある。また、卒業生のフォローアップも行われている。

卒業者数の累計は500名であり、120名はマッサージ店を

自営している。職員数は24名、うち障害者は９名であり、

日本の団体の奨学金により、日本でマッサージを学んだ

視覚障害者のスタッフもいる。

＜サイレントワールドクラフトセンター＞

サイレントワールドクラフトセンターは、聴覚障害者

の当事者団体であるタイろう協会が運営する手工芸品作

業所である。運営・指導・作業ともに聴覚障害者によって

行われている。製作したものは国内で販売するとともに、

海外にも輸出されている。

ここで強く印象を受けたのは、聴覚障害者には通常の

タイ語の文法と異なった「手話の文化」があるということ

である。現在、タイ政府が普及を進めているタイ語の文法

に沿った手話は手を動かす回数が多く、ほとんど普及し

ていない。聴覚障害者は昔ながらの端的に物事が表せる

手話を使用しているとのことであり、これは障害者の

ニーズに合わない支援は活用されないことを表している

事例である。

また、日本の郵便ボランティア貯金の協力を受けて、現

在、全日本ろうあ連盟がタイろう協会と手話の本を作成

している。全日本ろうあ連盟はＪＩＣＡの集団研修の実

施を担当した際にタイろう協会と人脈ができ、この協力

はこの人脈を契機として開始された。ＪＩＣＡの協力の

間接効果といえよう。

さらに、聴覚障害者に対するヒアリングには、タイ手話

通訳者、日・タイ語通訳を介さなければならず、障害者に

対するヒアリングの難しさを痛感した。

13. 体操をする訓練生

14. センターで製作したクラフトを見せる会長
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＜車椅子修理クリニック＞

車椅子修理クリニックは、タイ身体障害者協会が運営

する車椅子製造・修理工場。従業員４名程度の小規模なも

のであるが、全員、車椅子を使用する身体障害者であり、

日本のＮＧＯの支援により日本で車椅子の製造・修理に

係る研修を受けた者もいる。

15. 身体障害者協会会長と職工たち

16. 車椅子修理クリニック内視察
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＜レデンプトール障害者職業訓練校＞

レデンプトール会障害者職業学校は、カトリックのレ

デンプトール会が運営する職業訓練校であり、1984年に

設立された。

２年間のコンピューター訓練コースと１年間の電気修

理技術訓練コースがある。市場のニーズにあった訓練科

目、充実した職業斡旋、ＯＢ組織のバックアップなどを背

景に、開校以来、就職率100％である。

身体障害者を対象としており、車椅子を使用している

者も多い。レデンプトール会は障害者の訓練は障害者が

行うのが最善の方法との考え方から教員21名のうち20名

が身体障害者である。なお、レデンプトール会は児童養護

施設も運営しているが、同施設の院長は孤児とのことで

ある。

自らも本校の出身者である教員の１人は「障害を負い、

肉体的にも精神的にもどん底の状況でしたが、この学校

とめぐり会い、新しい明るい人生を見付けられた」と語っ

てくれた。

また、電気修理店を経営するＯＢは、卒業生間で仕事の

融通や情報交換をしていること、先輩は後輩を雇い入れ

ていることなど、充実した同窓会の支援活動について

語ってくれた。

17. パタヤ・レデンプトール会施設概観

18. コンピュータークラス風景

19. 校庭で車椅子バスケットに興じる訓練生たち 20. 電気修理ショップを経営する卒業生とその子供たち
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要　約

第１章　評価の概要

１－１　評価の目的・背景・特徴

（1）本評価の目的

本評価は、「障害者の社会への完全参加と平等の実現」の観点から、タイの障害者支援分

野におけるＪＩＣＡの過去の協力について評価を行うとともに、同実現に向けての今後の

協力の改善に係る教訓・提言を導き出し、将来の障害者支援分野の協力にフィードバック

することを目的とする。

（2）本評価実施の背景・経緯

国際社会では、国連において1981年に「国際障害者年」、1983年に「国連・障害者の10年」

が宣言されており、また、1992年のＥＳＣＡＰ総会では「アジア太平洋障害者の 10年」が宣

言され、「障害者の社会への完全参加と平等の実現」に向けての国際的支援体制の強化が図

られている。そして、我が国においてもそれらの国際社会の潮流と連動して、1982年に「障

害者対策に関する長期計画」、1992年に「障害者対策に関する新長期計画」等が策定され、障

害者対策の基本的方向や具体的方策が取りまとめられており、その重点分野の一つとして

国際協力の推進があげられている。

また、ＪＩＣＡは従来からプロジェクト方式技術協力（以下「プロ技」という。）、研修員

受入れ、協力隊員派遣を中心に各種のスキームで障害者支援関連の協力を実施しているが、

上記の国際社会、我が国における障害者支援体制強化の潮流を受けて、障害者の社会への

「完全参加と平等の実現」に向けての今後の協力方針、手法などについて調査・検討を進め

ており、1996年及び 1997年に基礎調査を実施し、また、1998年 7月から内部検討会を定期

的に開催している。

一方、ＪＩＣＡが「障害者の社会への完全参加と平等の実現」に向けた体制整備を図るの

であれば、過去の経験を踏まえたうえで実施すべきであるが、障害者支援分野では評価実

績がない。

よって、以上のＪＩＣＡ内外の状況を踏まえて、本評価を実施することとなったもので

ある。　

なお、タイは障害者支援分野で一定の協力実績があり、インドシナ地域の中心国として、

今後、同分野での協力の拡大が予想されることから、ケーススタディ対象として選定した

ものである。
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（3）本評価の特徴

本評価には、「障害者支援分野での初めての評価調査」という特徴のほかに、以下の三つ

の特徴がある。

1） 障害者の視点を重視したこと

従来の協力や各種調査は「サービス供給者」である非障害者が中心となって企画・実施

を行い、「サービス受益者」である障害者が加わっていないケースが多いことから、本評

価では障害者の視点を重視することとした。そのため、調査団長には障害者支援の国際

的有識者である障害当事者を起用し、また、現地調査では面談又はアンケート調査の方

法で約 200名の障害者から意見を聴取した。

2） ＮＧＯも調査対象とし、ＪＩＣＡとの連携を検討したこと

タイには障害者のニーズに合ったサービスを効率的に提供している多数のＮＧＯがある

ことから、本評価では主要なＮＧＯを調査先として加え、効率的な協力に向けてＪＩＣＡ

とＮＧＯの今後の連携を検討することとした。また、そのため、障害者支援分野の国際

的ＮＧＯの研究者を副団長として起用した。

3） タイ語で調査を行ったこと

広くヒアリングやアンケートを実施するため、タイ語で調査を実施した。

１－２　評価のフレームワーク

障害者支援の最終目標は「障害者の社会への完全参加と平等の実現」であり、本評価は同目標

を念頭に置きつつ、以下のフレームワークにより実施した。

（1）障害者の現状

統計データ、障害者へのアンケート調査（回答数 133名）により、障害者の現状を把握す

るとともに、障害者の社会への完全参加と平等の実現に向けての課題を抽出する。

（2）障害者対策の現状

障害者支援に係る国際的潮流、タイ政府の政策・事業、援助国・国際機関・ＮＧＯの活

動の現状と将来の方向性を把握する。

（3）ＪＩＣＡの協力実績の評価

1） タイの障害者支援分野に対する日本の協力実績は後述する１－５のとおりであるが、

その中心である労災リハビリテーションセンター（プロ技及び無償資金協力）、協力隊員
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派遣（シニアボランティア含む、既に派遣期間を終了した者、計10名）及び研修員受入れ

（既に研修を修了した者、計 77名）について以下の方法で評価を行う。

・労災リハビリテーションセンター

現地調査及びセンター訓練修了生に対するアンケート調査により、評価５項目（実施

の効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自立発展性）による評価を行う。

・協力隊員派遣及び研修員受入れ

協力隊員受入機関及び帰国研修員に対するアンケート調査を実施し、目標達成度を中

心とした評価を行う。

また、併せて、協力隊及び研修両事業の今後の改善点などをより詳細に把握するため、

派遣中の協力隊員（９名）及び帰国研修員（20名）とそれぞれ意見交換会を実施する。

2） 上記の「障害者の現状」及び「障害者対策の現状」の調査結果及び評価結果を踏まえたう

えで、「障害者の社会への完全参加と平等」の実現の観点からＪＩＣＡの協力を総合的に

評価する。

（4）今後のＪＩＣＡの協力への教訓・提言

上記（1）から（3）までの調査及び評価結果に基づいて、今後のＪＩＣＡの協力の方向性及

び案件形成・実施の改善に係る教訓・提言を抽出する。

１－３　評価調査団構成、調査日程等

評価調査団は、団長の中西由起子氏（アジア・ディスアビリティ・インスティテート代表）、副

団長のニノミヤ　アキイエ氏（関西学院大学総合政策学部教授）のほか、ＪＩＣＡ職員２名、コ

ンサルタント２名の計６名で構成した。

なお、現地調査期間は 1999年８月 11日から８月 28日までであり、この期間内に障害当事者

団体、タイ政府関係機関、ＮＧＯなどにおいて調査を行うとともに、障害当事者、帰国研修員

などにアンケート調査やヒアリングを行った。

第２章　障害者の現状

２－１　統計にみる障害者の実態

障害者に関する統計はいまだ不十分であり、特に地方における障害者の実態はほとんど把握

されていないというのが現状である。また、各省庁で使用されている統計にも相互にかなりの
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隔たりが見られ、障害者施策を統括する労働社会福祉省公共福祉局障害者リハビリテーション

委員会においては、現在、保健省国立保健基金の統計を使用している。この統計によると、タ

イの障害者人口は 482万 5,681人（1996年）で、総人口の 8.1％とされている。

年齢階級別でみると、60歳以上と 20歳代が約２割と高い。総人口の年齢分布と比較すると、

10歳以下の年齢が非常に少なくなっており、障害児の生存率が低いことがうかがえる。

国立保健基金の統計によると、障害者の障害別割合は、半数以上が肢体不自由者で、次が視

覚障害者で約２割を占め、この２区分で全体の４分の３を占めている。先進国においては精神

障害や内部障害（腎臓機能障害や呼吸器機能障害などの内臓機能の障害）がかなりの割合を占め

る傾向が顕著であるのに対して、タイにおいてはこれらの障害の割合が非常に低い。これは、障

害者の定義が目で確認できる障害にとどまっているためと推察される。保健省によると、精神

障害や知的障害の領域では、一部の分野でサービス提供が始まってはいるものの、専門家も少

なく障害の存在そのものが認識されていないという報告があった。

２－２　障害当事者の状況

「障害当事者の視点」で障害者をとりまく状況と「社会への完全参加と平等の実現」に向けた今

後の課題を把握するため、障害当事者約680名にアンケート調査票を配布し、133名から有効回

答を得た。有効回答率は約 20％である。

今回の回答者の多くは、学歴が高く、仕事や職業訓練、社会参加などの機会に比較的恵まれ

た層であった。そのため、日常生活の自立度は高く、積極的に社会に参加している様子がうか

がえる。しかし、そのような層にとっても、最大の願いは経済的自立であり、そのための就業

の場の確保である。他方、比較的恵まれた環境にある障害当事者である彼らは、趣味の活動の

ほか、他の障害者のための支援活動にも強い生きがいを感じていることが浮き彫りになった。

これらの結果から、タイの障害者においても自己実現と社会参加を求める機運は高く、もはや

保護を受ける立場に甘んじることなく、障害者自身が他の障害者へのエンパワーメントの重要

な人的資源になり得るということが明らかとなった。

第３章　障害者対策の現状

３－１　障害者支援対策の現状

タイの障害者支援対策は、国際的潮流に沿って展開しており、法的整備が進み、中央レベル

では基本的な人材・施設・財源ともにある程度確保されつつある。また、先進的な障害者支援

施設がモデル的役割を果たしながらサービス支援体制が整備されてきていることも明らかと
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なった。さらに中央レベルでは、公的機関と協働してＮＧＯもニーズに即応したフレキシブル

な活動を行っており、障害者支援分野の重要な一翼を担っている。これらの実績は、インドシ

ナ地域のなかでも極めて顕著であり、障害者支援の先輩国として、今後、周辺諸国に大きな影

響を与えていくことが予想される。

さらに、第２章２－２の障害当事者アンケート結果のとおり、障害者の関心事は、経済的自

立と自己実現のための「就労の場の確保」と「障害者支援活動」であることが分かった。そのため

の支援策として、就労の機会の創出、交通機関を含む生活圏の環境整備、雇用主を含めた社会

への啓発活動、障害当事者活動への支援が求められている。

タイ政府としては、今後の障害者支援対策の重点分野として、医療、教育など基本的な障害

者リハビリテーション分野の量的な拡充、障害者の経済的自立に向けた職業訓練の充実と就労

の場の創出、そのための公共交通機関や各種施設のアクセスビリティの向上などを打ち出して

おり、これらは前述のとおり障害者の要望と合致している。

３－２　今後の障害者支援対策を進める上での３つの基本観点

調査団は、これまでの調査結果を踏まえ、タイ政府が今後障害者支援対策を障害当事者の視

点で効率よく進めるためには、以下の３つの基本観点に留意することを提案する。

（1）障害当事者の参加の促進

さらに質の高い障害者支援活動サービスの実現に向けて、公的機関及びＮＧＯの双方に

おいて、障害当事者の主体的な参加が促進されるべきである。計画策定や事業実施などす

べての段階に障害者の参加が可能となる仕組みを確立していくことが求められる。

（2）地方における障害者支援の強化

今後は地方レベルでの障害者支援の強化のために、人材、施設、財源の確保が中心的課

題になると考えられる。限りある財源で、より質の高いサービスを地方で提供していくた

めには、障害当事者団体及びその他のＮＧＯの全面的な技術的及び人的な協力が不可欠で

ある。

（3）市民及び障害者関連職員の障害者に対する理解の促進

上記、（1）及び（2）の項目を達成する前提として、非障害市民及び障害者関連施設職員の

障害者に対する更なる理解の促進が必要である。新憲法制定、障害当事者団体の活動、ま

た今年初めのフェスピックゲーム開催などにより、障害者に対する理解は進んできている

が、引き続き、理解拡大を促進することが必要である。
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第４章　ＪＩＣＡの協力実績の評価

４－１　プロ技案件・無償案件：「労災リハビリテーションセンター：ＩＲＣ」

（1）評価結果の総括

本調査団のＩＲＣに対する評価結果の総括は、以下のとおりである。

1） 労災被災者のための職業リハビリテーション分野のパイオニアとして、国の障害者就

業政策の中核を担っている。

2） 多くの訓練生を社会復帰させており、同センターのサービスに対する訓練修了生の満

足度は高い。

3） 政府機関の中では、所長以下、職員の技術は高く、日本側の技術移転の成果を活かし

ている。

4） ほかの機関への波及効果、自立発展性ともに高い。

5） 国内外から視察団や障害者関連教育機関から多くの実習生を受け入れており、日本か

ら移転された技術が、広く国内及びアジア諸国に移転されている。

（2）今後の課題

さらに、ＩＲＣの今後の課題とその改善案は、以下のとおりである。

1） 障害当時者のニーズを反映させるため、障害当事者を積極的に事業決定・運営に参加

させる体制を構築していくことが必要である。

2） 訓練生自身のニーズや産業界のニーズにフレキシブルに対応できるように、訓練メ

ニューの定期的な見直しを徹底することが必要である。

3） 訓練修了後のフォローアップ･サービスを行う体制の確立が必要である。

4） ＩＲＣにおけるサービスをさらに重層的にするため、ＮＧＯを含めた他の障害者施設

と連携して訓練生の相互交換、情報交換、新技術の交換、施設の相互利用などを促進す

る必要がある。

４－２　協力隊案件（シニアボランティアを含む）

（1）評価結果の総括

協力隊員は高い志を持ち、派遣先に適合する努力を行いながら、熱心に活動し、受入機

関も協力隊員の活動にほぼ満足していることが判明した。また、視察した施設では、施設・

備品が整っていない中で、様々な工夫をしながら、協力隊員がロールモデルとなり、受入

機関の職員の障害者に対する意識やモラルの向上に貢献している状況もうかがえた。さら

に、協力隊員は自主的な「養護会」での活動を通じて、隊員相互で支え合う仕組みを構築し
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ている。

（2）今後の課題

1） 派遣国や配属先に関し、協力隊員の希望と実際が異なるケースがあり、そのため配属

先、協力隊員双方に不満が発生することが指摘された。その対応策として、今後は、隊

員応募者に派遣国、職種、配属先などの希望項目にプライオリティーを付けさせ、協力

隊事務局で行う配属先の検討の際にそのプライオリティーを考慮するのも一案である。

2） 協力隊員に活動に係るより詳細な情報を提供するため、ＪＩＣＡにおいて、任国、活

動分野、配属先などの情報収集及び既に蓄積された関連情報の整理を強化することが大

きな課題である。

3） 協力隊事業に対する配属先の理解の促進を図るため、協力隊員の派遣時におけるハン

ドオーバーセレモニーの制度をさらに強化するとともに、派遣後のモニター体制の充実

も検討すべきであろう。

4） 協力隊員がより有益な活動を行えるように、隊員間や関連の専門家とのネットワーク

の整備をバックアップする必要がある。

5） 隊員のタイ語力不足によるコミュニケーションの問題については、本人の継続した語

学習得への努力が必要である。さらに、受入機関の不理解や同僚の意識の低さについて

は、隊員がタイ社会を理解する努力を継続し、自分からも積極的に周りに働きかけ、根

気強く説明し、理解を得る努力を行うことが必要である。

４－３　研修案件

（1）評価結果の総括

帰国研修員の研修に対する満足度は概して高く、研修成果の活用度及び周辺への普及度

は高いといえる。その背景には、タイにおいて障害者支援分野では、まだ人材が不足して

おり、一方で人材育成機会が限られていることが考えられる。また障害者支援分野の新し

い技術や情報に対する需要も非常に高いことが分かった。

（2）今後の課題

1） 研修員が研修からより高い成果を得るためには、研修員の特性（障害者と非障害者別、

実務部門職員と管理部門職員別など）に合ったコースへの参加が重要である。そのために

は、募集時に資格要件をより明確に記載するなどの措置が必要である。また、複合型の

メニュー、例えば１つのコースのなかでも講義は障害者と非障害者の混同型、実技は障

害別、事例研究は多分野の専門家と合同で行う等の組み合わせを工夫するなど、キメ細
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かいコース設定が求められている。

2） 現在の研修内容に関しては、現場の実践にすぐ役立つ実習や施設見学を望む声が高

かった。そのためには定期的にニーズを把握して、研修内容の見直しを行うべきである。

また、最新機材や予算を必要とする技術は帰国後活用できない場合が多いため、タイな

どの開発途上国で実際に活用できるような技術を中心に研修するなどの配慮も必要であ

る。

3） タイ国内では障害者支援分野の世界の最新情報は不足がちであるため、研修後も最新

情報の提供や国内研修会の開催などを望む声が多かった。そのために現地国内研修の拡

充や、継続した最新情報の提供など、帰国研修員のフォローアップ体制の整備が課題で

ある。

4） ＪＩＣＡ内では各種の障害関係の事業が行われており、各事業がほとんど連携がなく

別個に運営されているが、これらがうまくコーディネーションされれば、より高い協力

効果が達成できる。

４－４　総合評価

ＪＩＣＡによる、タイにおける障害者支援分野の協力は、1983年度の労災リハビリテーショ

ンセンター（ＩＲＣ）におけるプロ技・無償資金協力に始まる。この時期はタイ社会において障

害者への認識は極めて低く、政府の障害者支援サービスはほとんどなかったといえる。そうい

う黎明期において、ＪＩＣＡによって障害者の職業リハビリテーションの本格的施設が設置さ

れた功績は極めて大きい。その後、1991年の障害者リハビリテーション法の制定や 1993年から

始まった「アジア太平洋障害者の10年」を契機に、タイ社会における障害者への認識が高まるに

つれ、職業リハビリテーションの概念の普及と技術開発に関して、ＩＲＣは貢献してきた。特

に、タイ国内の需要に対応する形で自立発展をとげてきた実績は、協力の妥当性を実証してい

る。また、第２章の障害者に対するアンケート結果によれば、障害者が最も望んでいるのは「経

済的自立」であり、労災者の職業・社会復帰訓練への支援を通じて、この課題にいち速く取り組

んだ功績は大きい。

また 1990年代初頭から、同国における障害者リハビリテーションが普及したのに呼応して、

同分野における人材育成の需要は極めて大きくなってきた。ＪＩＣＡはこの時期から、本格的

にタイ側の行政官、施設職員及び障害当事者を研修員として受入れ、障害者支援分野の先駆的

なリーダー育成と先端技術・制度の紹介に貢献してきた。さらに、タイ国内の障害者施設に協

力隊員及びシニアボランティアを派遣し、施設職員へ技術移転を行うだけではなく、障害者に

対する理解やモラルの向上に果たしてきた役割も大きい。

以上のように、ＪＩＣＡが行ってきた各スキームによる障害者支援は、教育、医療、職業及
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び社会の各リハビリテーションの分野において、障害者の社会への完全参加と平等を実現する

ための基盤整備に大きく貢献してきたといえる。

第５章　今後のＪＩＣＡの協力への教訓

５－１　協力の方向性

第２章の「障害者の現状」及び第 3章の「障害者対策の現状」で以下の３点が確認された。

（1）タイ政府は国際的潮流にあわせ、障害者の社会への完全参加と平等の実現に向けて障害

者支援の体制を整備しつつある。

（2）障害者の社会への完全参加と平等の実現のためには、政府だけでなく、障害当事者団体、

ＮＧＯの活動が重要であり、また、社会全体を巻き込んでいくことが不可欠である。

（3）中央レベルでは支援に係る基本的な人材・施設・財源もある程度確保されている。

したがって、今後のＪＩＣＡの協力方針としては、遅れている地方の障害者への支援拡大を

中心に置きつつ、第３章に述べたタイ政府の政策の実現に向けて、政府のみならず、障害当事

者団体、ＮＧＯと連携して協力を行うべきである。

また、タイは社会・経済的にインドシナの中心国であり、周辺諸国に対して大きな影響力を

もっており、また、障害者支援分野でも周辺諸国より先んじている。よって、今後、インドシ

ナ引いてはアジア・太平洋地域に係る障害者支援の協力を行ううえで「タイを核とした周辺国へ

の障害者支援」は協力を効率・効果的に行ううえで重要なフレームワークであり、また、同フ

レームワークに沿って協力案件の形成・実施を行うにあたっては、同地域の障害者支援に関す

る蓄積のあるＥＳＣＡＰ及びＮＧＯとの連携が極めて有益である。

５－２　案件形成・実施に係る横断的教訓

スキーム別の案件形成・実施に係る教訓・提言は第 4章において「今後の課題」として述べた

ところであるが、案件形成・実施に係る横断的な教訓は以下のとおりである。

（1）協力への障害者の積極的参加及び参加に向けての環境整備

障害はそれ自体が専門性であり、障害者のニーズは障害者が最も良く知っている。また、

活躍する障害者がロールモデルとなりほかの障害者を啓発する効果は極めて大きい。事実、

障害者が活動計画・実施に参加しているＮＧＯは障害者のニーズにあった協力を効率的に

実施しており、活動提供者・受益者ともに積極的である。よって、障害者のニーズにあっ

た協力を効率的に実施するため、ＪＩＣＡの協力においても、案件形成、実施・モニタリ

ング、評価等のプロジェクトサイクルの全過程に日・タイの障害者の積極的参加を図る必

要があり、また、障害者が参加しやすい環境を検討し、整備することが重要である。
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なお、協力への障害者の積極的参加、障害者の参加に向けた環境整備を図るうえでは、

日・タイの障害当事者団体と連携することが効果的である。

（2）協力における障害者への配慮

障害者の社会への完全参加と平等の実現のためには、社会・経済活動の多方面において

住民である障害者のアクセスへの配慮が盛り込まれる必要があることから、ＪＩＣＡの協

力においてもインフラ・施設整備に係わる開発調査・無償資金協力を中心に障害にかかわ

る配慮を検討し実施する必要がある（ＥＳＣＡＰではＪＩＣＡ専門家の協力によりインフ

ラ・環境整備にかかわるノンハンディキャップガイドラインを作成済みである）。

（3）ＮＧＯとの連携

ＪＩＣＡは多くの援助課題に対応していることから、今後、障害者支援分野の年間の協

力量が従来と比較して拡大することは必ずしも期待できず、現状の協力量をいかに効果的

に活用するかが重要な課題となる。一方、既に述べたとおりタイには障害者のニーズに

あったサービスを効率的に提供している多数の優良なＮＧＯが存在する。

ＪＩＣＡが行っているのは政府間の技術協力であり、協力のカウンターパート機関は原

則的に政府機関であるが、上記のとおり、現状の協力量をいかに効果的に活用するかが重

要な課題となっていることから、可能な限り優良なＮＧＯと連携を図り、そのノウハウを

活用すべきである。特に協力隊、シニアボランティアなどの単発の協力スキームは協力の

受入体制（活用体制）の整備状況によって協力効果の発現度合いが大きく異なることから、

優良なＮＧＯから派遣の要請があれば積極的に対応すべきである。



本　　編
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第１章　評価の概要

１－１　評価の目的・背景・特徴

（1）本評価の目的

本評価は、「障害者の社会への完全参加と平等の実現」の観点から、タイの障害者支援分野

におけるＪＩＣＡの過去の協力について評価を行うとともに、同実現に向けての今後の協力

の改善に係る教訓・提言を導き出し、将来の障害者支援分野の協力にフィードバックするこ

とを目的とする。

（2）本評価実施の背景・経緯

国際社会では、国連において 1981年に「国際障害者年」、1983年に「国連・障害者の 10年」

が宣言されており、また、1992年のＥＳＣＡＰ総会では「アジア太平洋障害者の10年」が宣言

され、「障害者の社会への完全参加と平等の実現」注1に向けての国際的支援体制の強化が図ら

れている。そして、我が国においてもそれらの国際社会の潮流と連動して、1982年に「障害

者対策に関する長期計画」、1992年に「障害者対策に関する新長期計画」等が策定され、障害

者対策の基本的方向や具体的方策が取りまとめられており、その重点分野の一つとして国際

協力の推進があげられている。

また、ＪＩＣＡは従来からプロジェクト方式技術協力（以下「プロ技」という。）、研修員受

入れ、協力隊員派遣を中心に各種のスキームで障害者支援関連の協力を実施しているが、上

記の国際社会、我が国における障害者支援体制強化の潮流を受けて、障害者の社会への「完全

参加と平等の実現」に向けての今後の協力方針、手法などについて調査・検討を進めており、

1996年及び 1997年に基礎調査を実施し、また、1998年７月から内部検討会を定期的に開催し

ている。

一方、ＪＩＣＡが「障害者の社会への完全参加と平等の実現」に向けた体制整備を図るので

あれば、過去の経験を踏まえたうえで実施すべきであるが、障害者支援分野では評価実績が

ない。

よって、以上のＪＩＣＡ内外の状況を踏まえて、本評価を実施することとなったものであ

る。

なお、タイは障害者支援分野で一定の協力実績があり、インドシナ地域の中心国として、今

後、同分野での協力の拡大が予想されることから、ケーススタディ対象として選定したもの

である。

注1 日本では「障害者の社会への完全参加と平等」は、しばしば「ノーマライゼーション」と表現されている。
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（3）本評価の特徴

本評価には、「障害者支援分野での初めての評価調査」という特徴のほかに、以下の三つの

特徴がある。

1） 障害者の視点を重視したこと

従来の協力や各種調査は「サービス供給者」である非障害者が中心となって企画・実施を

行い、「サービス受益者」である障害者が加わっていないケースが多いことから、本評価で

は障害者の視点を重視することとした。そのため、調査団長には障害者支援の国際的有識

者である障害当事者を起用し、また、現地調査では面談又はアンケート調査の方法で約 200

名の障害者から意見を聴取した。

2） ＮＧＯも調査対象とし、ＪＩＣＡとの連携を検討したこと

ＪＩＣＡは政府間で技術協力を行っていることから、通常、調査先は政府機関が主体で

ある。しかしながら、タイには障害者のニーズに合ったサービスを効率的に提供している

多数のＮＧＯがあることから、本評価では主要なＮＧＯを調査先として加え、効率的な協

力に向けてＪＩＣＡとＮＧＯの今後の連携を検討することとした。また、そのため、障害

者支援分野の国際的ＮＧＯの研究者を副団長として起用した。

3） タイ語で調査を行ったこと

タイでは英語を解する者が少なく、広くヒアリングやアンケートを実施・回収するため

にはタイ語での調査実施が必須である。よって、タイ語を解する団員を２名配置し、ヒア

リング及びアンケート調査はタイ語で行うこととした。

１－２　評価のフレームワーク

障害者支援の最終目標は「障害者の社会への完全参加と平等の実現」であり、本評価は同目標を

念頭に置きつつ、以下のフレームワークにより実施した。

（1）障害者の現状

統計データ、障害者へのアンケート調査（回答数 133名）により、障害者の現状を把握する

とともに、障害者の社会への完全参加と平等の実現に向けての課題を抽出する。

（2）障害者対策の現状

障害者支援に係る国際的潮流、タイ政府の政策・事業、援助国・国際機関・ＮＧＯの活動

の現状と将来の方向性を把握する。
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（3）ＪＩＣＡの協力実績の評価

1） タイの障害者支援分野に対する日本の協力実績は後述する１－５のとおりであるが、そ

の中心である労災リハビリテーションセンター（プロ技及び無償資金協力）、協力隊員派遣

（シニアボランティア含む、既に派遣期間を終了した者、計 10名）及び研修員受入れ（既に

研修を修了した者、計 77名）について以下の方法で評価を行う。

・労災リハビリテーションセンター

現地調査及びセンター訓練修了生に対するアンケート調査により、評価５項目（実施

の効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自立発展性）による評価を行う。

・協力隊員派遣及び研修員受入れ

協力隊員受入機関及び帰国研修員に対するアンケート調査を実施し、目標達成度を中

心とした評価を行う。

また、併せて、協力隊及び研修両事業の今後の改善点などをより詳細に把握するため、

派遣中の協力隊員（９名）及び帰国研修員（20名）とそれぞれ意見交換会を実施する。

2） 上記の「障害者の現状」及び「障害者対策の現状」の調査結果及び評価結果を踏まえたうえ

で、「障害者の社会への完全参加と平等」の実現の観点からＪＩＣＡの協力を総合的に評価

する。

（4）今後のＪＩＣＡの協力への教訓・提言

上記（1）から（3）までの調査及び評価結果に基づいて、今後のＪＩＣＡの協力の方向性及び

案件形成・実施の改善に係る教訓・提言を抽出する。
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図１－１　評価フレームワーク概念図

１－３　評価調査団構成

担　　当 氏　　名 所　　属 現地調査期間

団長 中西　由起子 アジア・ディスアビリティ・インスティ 1999年８月11日～８月18日

テート代表

副団長 ニノミヤ　アキイエ 関西学院大学総合政策学部教授 1999年８月11日～８月20日

団員 大川　直人 ＪＩＣＡ評価監理室 1999年８月11日～８月25日

団員 古川　真理 ＪＩＣＡ地域部準備室インドシナグルー 1999年８月11日～８月28日

プ・ジュニア専門員

団員（本邦コンサ 駒澤　牧子 （株）設計計画 1999年８月11日～８月28日

ルタント）

団員（ローカルコ 斎藤　百合子 アイ・シイ・ネット（株） 1999年８月11日～10月15日

ンサルタント）
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１－４　現地調査日程

月　日 時間 訪　問　先 主要面談者

１ ８月11日 15:35 TG623　ニノミヤ副団長到着

（水）15:30 TG641　中西団長以下到着

19:00 ＤＰＩアジア太平洋評議会との打合せ Sen.Narong、Mr.Topong

２ 12日 9:30 ＪＩＣＡタイ事務所との打合せ 梅崎次長

（木）14:00 タイ障害者協議会（タイＤＰＩ）との協議 代表Mr.Wiriya

16:00 ＤＰＩアジア太平洋ブロック本部訪問 代表Sen.Narong

３ 13日 9:00 労働社会福祉省公共福祉局障害者リハビリテーション委員会 事務局長Ms.Surapee

（金） 事務局との協議

14:00 盲人技能開発センター 所長Rev.Velardo

４ 14日 12:00 団内協議

（土）13:00 障害者支援分野・協力隊員との意見交換会

５ 15日 7:30 団内協議

（日） 9:00 障害者支援分野・帰国研修員との意見交換会・午前の部

14:00 同午後の部

６ 16日 9:00 パークレッド障害児ホーム 所長Ms.Kannikor

（月）12:00 ＥＳＣＡＰ 担当官Ms.San、Mr.Takamine

16:30 シリントン国立医療リハビリテーションセンター 所長Dr.Pattariya

７ 17日 10:00 労災リハビリテーションセンター（ＩＲＣ）との協議 所長Ms.Ruanerong

（火）19:00 日本大使館、ＪＩＣＡタイ事務所への報告会 奥村書記官、岩井書記官

８ 18日 10:50 中西団長TG640にて帰国

（水） 9:00 APHT'S車椅子修理クリニック マネージャーMr.Soros

13:00 サイレントワールドクラフトセンター マネージャーMr.Surachet

９ 19日 10:00 パタヤ・レデンプトール会障害者職業学校 校長Mr.Suporntum

（木）

10 20日 9:15 ニノミヤ副団長TG728にて帰国

（金） 資料整理

11 21日 資料整理、日程調整作業

（土）

12 22日 10:30 日程調整の打合せ

（日）16:00 タマサート大学 助教授Mr.Wiriya

13 23日 8:30 労災リハビリテーションセンター（ＩＲＣ）との協議 所長Ms.Ruanerrong

（月） 9:30 大日カラー 坂野社長

11:00 労災リハビリテーションセンター（ＩＲＣ）との協議

14 24日 9:00 団内協議

（火）13:00 パークレッド障害児ホーム ソーシャルワーカー

Ms.Chantira

15:00 障害児財団 マネージャーMr.Somchai

15 25日 10:50 大川団員TG640にて帰国

（水）14:00 チャオプラヤー精神病院 PT Ms.Sirikul

16:30 保健省精神衛生局精神衛生技術開発課 課長Ms.Suchada

16 26日 9:30 シリントン国立医療リハビリテーションセンターとの協議 ILU責任者Ms.Nipapan

（木）15:00 ロイヤルリバーホテル Sen.Narong

17 27日 9:00 障害者リハビリテーション委員会 Ms.Kanungnit

（金）13:00 労災リハビリテーションセンター（ＩＲＣ）との協議 Ms.Nawarat

15:00 ＪＩＣＡタイ事務所報告

18 28日 10:50 古川・駒澤団員TG640にて帰国

（土）
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１－５　タイの障害者支援分野に対する日本の協力実績

（1）プロジェクト方式技術協力案件及び無償資金協力案件

タイにおいて産業構造の変化に伴って急増した労働災害による身体障害者の職業的自立を

促進するために、プロ技及び無償資金協力（以下、無償）により、「労災リハビリテーション

センター（Industrial Rehabilitation Center：ＩＲＣ）」の設立及び運営体制整備への協力

を行った。

プロ技の協力期間は1983年度～1990年度で、フォローアップを1991年度に、またアフター

ケアを1996年度に実施した。無償の協力年度は1983年度で、供与額は 10億 9,000万円であっ

た。

同センターの主な業務は、労災による身体障害者への職業リハビリテーション（職業訓練等

による職業的自立支援）及び医療リハビリテーションサービスの提供並びに同リハビリテー

ションサービス等に関する調査研究である。なお、巻末資料として、労災リハビリテーショ

ンセンターへの協力内容及び同センターの活動内容に係る資料を収録したので参照願いたい。

（2）専門家・シニアボランティア・協力隊派遣案件

現在まで、長期専門家４名、短期専門家8名、シニアボランティア２名及び協力隊員 17名

を派遣しており、その実績は表１－１のとおりである。

派遣年度は主に1992年度以降であり、派遣人数は近年増加している（表３－５参照）。また、

協力隊員は障害児学校（派遣数 10 名）を中心に、障害児・者施設（同４名）、病院（同１名）、

ＮＧＯ（同２名）に派遣されている。

（3）研修員受入案件（以下、研修案件）

1985年度から 1999年度までの期間で、障害者支援分野において日本国内で実施された研修

に参加した研修員数は延べ77名（うち４名は２回参加、実質73名）である。参加した研修コー

スは 12コースで、その実績は表１－２のとおりである（詳細は巻末資料参照）。

また、現地国内研修として「障害者リハビリテーション及び障害者リーダー研修」を、1999

年３月 19日～ 21日の３日間、労働社会福祉省を実施機関として実施し、タイ政府及び障害者

団体から 180 名が参加した。さらに、第三国集団研修として「障害者インターナショナル

（ＤＰＩ）セミナー」をタイＤＰＩを実施機関として 1998年５月に実施した。

（4）開発福祉支援事業

ＪＩＣＡは貧困層への直接の裨益をターゲットにした「開発福祉支援事業」を1998年度から

開始した。これは、ＮＧＯと連携して実施する事業である。その初年度事業としてタイの「障
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害児財団」をカウンターパート機関として、地域に根ざしたリハビリテーション（ＣＢＲ）理

論注2に基づき、障害児の家族を対象とした「教育セミナー」を１回、保健福祉分野と教育分野

の公務員に対する「人材育成セミナー」を各１回実施した。事業支援額は 130万バーツである

（詳細は巻末資料参照）。

（5）草の根無償案件

日本政府による草の根無償案件は、表１－３のとおりであり、特に地方で活動するＮＧＯ

に対し積極的に行われているのが特徴である。

注2 地域に根ざしたリハビリテーション（Community Based Rehabilitation：ＣＢＲ）。狭義には障害者が地域のなかで非障害者と
同等に暮らせるよう、地域のリソースを統合的に活用するまちづくりの手法のこと。途上国における効果的な障害者リハビリテー
ションの手法として、WHOが中心となり概念構築を行った。現在、途上国を中心にその普及が進められている。巻末の資料参照。
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表１－１　障害者関連・長期専門家・シニアボランティア・協力隊員派遣実績

＜長期個別専門家＞

職種 配属先 派遣期間

1 義肢補装具 内務省労働局 1992.04 1993.03

2 義肢補装具 労災リハビリテーション・センター 1995.04 1997.04

3 障害者の公共施 ＥＳＣＡＰ 1995.08 1998.03

設へのアクセス

4 職業リハビリ 労働社会福祉省公共福祉局 1998.10 2000.10 派遣中

テーション

＜シニア・ボランティア＞

職種 配属先 派遣期間

1 ソーシャルワーカー シリントン国立医療リハビリテーションセンター 1997.11.26 1998.11.25

2 障害者体育 1997.11.26 1999.02.15

＜協力隊＞

職種 配属先 派遣期間

1 理学療法士 障害児財団（ＮＧＯ） 1996.12.11 1999.03.10

2 1998.12.08 2000.12.07 派遣中

3 文部省アムナートジャルーン福祉学校 1993.04.06 1995.04.05

4 教育省ノーンソムブーン福祉学校 1993.07.14 1996.03.31

5 文部省チョンブリろう唖学校 1993.07.14 1995.07.13

6 1999.07.14 2001.07.13 派遣中

7 養護 文部省ナコンサワン特別教育学校 1994.12.05 1998.03.20

8 教育省ノンタブリろう学校 1996.07.09 1998.07.08

9 教育省ロッブリー特別学校 1996.07.09 1998.07.08

10 普通教育局セーンティアンろう学校 1998.07.14 2000.07.13 派遣中

11 普通教育局ロッブリーろう学校 1998.07.14 2000.07.13 派遣中

12 普通教育局トゥンマハメーク聴覚障害者学校 1999.07.14 2001.07.13 派遣中

13 養護 公共福祉局パークレッド知的障害乳幼児ホーム 1998.07.14 2000.07.13 派遣中

14 青少年活動 公共福祉局パークレッド障害児ホーム 1998.07.14 2000.07.13 派遣中

15 理学療法士 1999.07.14 2001.07.13 派遣中

16 理学療法士 公共福祉局プラパデーン身体障害者成人ホーム 1998.07.14 2000.07.13 派遣中

17 義肢補装具作製 保健省医療サービス局 1987.08.05 1989.08.04

注：「派遣中」は、平成11年８月の調査時点で派遣中であることを示す。

Ｎ
Ｇ
Ｏ

障
害
児
学
校

障
害
児
・
者
施
設

病
院
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表１－２　研修員受入実績

コース名 受入数

リハビリテーション専門家コース（集団） 8名

障害者リーダーコース（集団） 10名

障害者自立支援技術（一般特設） 2名

医学リハビリテーション専門家研修コース（一般特設） 2名

障害者支援政策コース（国別特設） 6名

障害者教育コース（国別特設） 5名

補装具製作技術コース（集団） 4名

喉摘者発声指導者養成コース（一般特設） 7名

ろう者のための指導者コース（一般特設） 5名

視覚障害者用支援技術コース（一般特設） 5名

知的障害者福祉コース（集団） 7名

身障者スポーツ指導者コース（集団） 8名

カウンターパート研修 2名

個別研修 6名

計 77名

出所：ＪＩＣＡ資料を基に評価調査団が作成

表１－３　草の根無償案件実績

年度 案件名 団体名 実施地域 日本円

1993年（H.5） 知的障害者のための職業訓練教育計画 タイ知的障害者福祉財団 バンコク 5,073,736

1994年（H.6） 障害者のための職業訓練計画 障害者支援・開発財団 バンコク 5,512,000

1995年（H.7） シーブンアン郡障害者リハビリテー シーブンルアン病院 ノンブア 5,121,088

ション及び障害予防モデルシティ計画 ランプー

1996年（H.8） 障害児共同統合教育教師指導員トレー バーンラック幼稚園 バンコク 9,580,981

ニングセンター計画

1996年（H.8） 空飛ぶ車椅子計画 レデンプトール会障害者職業学校 パタヤ 9,639,278

1998年（H.10）視覚障害者職業訓練建設計画 視覚障害者雇用促進事業団 バンコク 9,552,336

1998年（H.10）障害者のためのおもちゃ図書館計画 北部子供発達センター チェンマイ 9,205,534

1998年（H.10）視覚障害者学生への点字タイプライ キリスト教視覚障害者財団 バンコク 7,548,342

ター貸し出し計画

1998年（H.10）障害者のための体育館建設計画 シリントン国立医療リハビリテー バンコク 9,982,800

ションセンター

出所：在タイ日本大使館
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第２章　障害者の現状

２－１　障害者に関する概況

（1）障害者に対する意識

タイの国教である上座部仏教においては、運命の善し悪しは本人の「前世の行い」によって

決まると信じられており、そのため障害者についても本人の前世の悪行の結果であるという

認識が、特に農村部においていまだ強い。したがって、障害者に対してもかわいそうである

という慈悲の気持ちの一方で、恥であるという意識が根強く、家族は身内にいる障害者をひ

た隠しにする傾向がある。他方、来世の運命を決定するのは「現世の行い」であることから、

タイ人は来世の幸福を願って「タンブン（徳をつむこと）」、つまり寄付や寄進、差し入れなど

を寺院や僧侶にだけでなく障害者、孤児、老人などのための福祉施設などに頻繁に行う慣行

がある。

（2）統計にみる障害者の実態

障害者に関する統計はいまだ不十分であり、特に地方における障害者の実態はほとんど把

握されていないというのが現状である。またこの背景には、上記のとおり家族が障害者を世

間的に隠そうとする風潮がまだまだ強く、障害者の実態が明るみに出にくいという状況もあ

ると思われる。また各省庁で使用されている統計にも相互にかなりの隔たりが見られ、障害

者施策を統括する労働社会福祉省公共福祉局障害者リハビリテーション委員会（３－２参照）

においては、現在、保健省国立保健基金（National Public Health Foundation, Ministry

of Public Health）の統計を使用している。この統計によると、タイの障害者人口は 482万

5,681人（1996年）で、総人口の 8.1％とされている注3。

年齢階級別でみると（表２－１）、60歳以上と 20歳代が約２割と高い。総人口の年齢分布と

比較すると、10歳以下の年齢が非常に少なくなっており、障害児の生存率が低いことがうか

がえる。

表２－１　年齢階級別障害者数 （単位：千人）

10歳以下 10代 20代 30代 40代 50代 60代以上 計

障害者人口 103.3 190.1 218.6 158.0 107.1 104.0 220.2 1,101.3

9.4％ 17.3％ 19.8％ 14.3％ 9.7％ 9.4％ 20.0％ 100.0％

総人口 13,754.5 11,140.3 11,371.1 8,320.1 5,209.8 3,729.4 3,521.2 57,046.4

24.1％ 19.5％ 19.9％ 14.6％ 9.1％ 6.5％ 6.2％ 100.0％

出所：国立統計局“Report of the Health and Welfare Survey 1991”

注3 国立統計局の「保健福祉調査報告」（1996）では、109万7,800人で総人口の約1.8％とされている。タイの総人口は、1997年７
月現在の推計で5,945万である（タイ・インドシナプロジェクト形成調査）。また、リハビリテーション委員会事務局によると、
公共福祉局により最近全国的に実施したアンケート調査の速報によると、全国の障害者数は推定で30万人である。
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国立保健基金の統計によると、障害者の障害別割合は、図２－１に示すように半数以上が

肢体不自由障害者で、次が視覚障害者で約２割を占め、この２区分で全体の４分の３を占め

ている。図２－２の日本の障害者の障害別割合にみられるように、先進国においては精神障

害や内部障害注4がかなりの割合を占める傾向が顕著であるのに対して、タイにおいてはこれ

らの障害の割合が非常に低い。これは、障害者の定義が目で確認できる障害にとどまってい

るためと推察される。保健省によると、精神障害や知的障害の領域では、一部の分野でサー

ビス提供が始まってはいるものの、専門家も少なく障害の存在そのものが認識されていない

という報告があった（巻末資料参照）注5。

図２－１　タイの障害者の障害別割合 図２－２　日本の障害者の障害別割合
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出所：障害者リハビリテーション委員会（1996年） 出所：1996年厚生省大臣官房障害保健福祉部「身体障害

者実態調査｣

２－２　障害当事者の状況

「障害当事者の視点」で障害者をとりまく状況と「社会への完全参加と平等の実現」に向けた今後

の課題を把握するため、障害当事者約680名にアンケート調査票を配布し、133名から有効回答を

得た。有効回答率は約 20％注6である。

タイにおいて障害者を無作為抽出しアンケート調査を実施することは困難が予想されたため、

アンケート調査票の配布・回収は、タイ国内最大の障害当事者団体である「タイ障害者協議会」（タ

イＤＰＩ、詳細は３－１（2）参照）の全面的な協力と、障害者リハビリテーション委員会（詳細は

３－２（1）参照）、今回の評価調査団訪問施設、青年海外協力隊員等の協力を得て実施した。した

注4 腎臓機能障害や呼吸器機能障害などの内臓機能の障害。
注5 精神科医師数は全国で376人、人口10万当たり0.61人となっている（1998年４月チャオプラヤー病院調べ）。
注6 障害者対象のアンケートとしては、極めて高い回収率といえる。
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がって、本アンケート結果の考察にあたっては、回答者の基本属性に十分留意することが必要で

ある。

（1）回答者の基本属性

アンケート回答者の年齢は、４歳から 65歳までの幅広い年代にわたっているが注7、特に 20

～ 40代が多い。学歴は、高等学校卒以上が５割を占め、しかも２割が大学卒以上となってお

り、タイの障害者のみならず非障害者も含めた一般的平均（高卒18％、大卒15％注8）よりも高

いといえる。これは、アンケート配布経路が主に権利擁護や障害者支援活動を進めているタ

イＤＰＩであり、経済的レベル、教育機会、社会参加機会に恵まれている層の回答者が多かっ

たためと考えられる。障害の種類別では、身体障害者が６割近くを占め、次いで聴覚障害者

と視覚障害者が約２割ずつとなっており、これは図２－１の全国平均に近い割合となってい

る。また、障害者登録注9をしている者は全体の９割弱で、全国平均（５％）よりも極めて高い。

居住地については、都市部が約半数、農村地域と不明が約４分の１ずつという分布になって

いる。

リハビリテーションの経験については、医療リハビリテーションの経験がある者が約 65％

であるのに対して、職業リハビリテーションの経験がある者は 35％と少ない。日常的に「必

要な介助の種類」（複数回答）では、「何の助けもいらない」と回答した者が半数強であったが、

４割強の者は何らかの介助が必要であると答えている。必要な介助の内容では、「移動する」

時に介助が必要と答えた身体障害者が多い。また、暮らしに必要なサービスが提供されてい

るかどうかの問では、「提供されている」者が過半数を占めているが、その一方で「提供され

ていない」者が４割もいる。

（2）仕事・収入源

アンケートでは職業訓練中の者でも「仕事をしている」と「仕事をしていない」に分かれるな

ど、「仕事」に対する認識に差があり、「仕事の有無」についての正確な数字は把握できなかっ

たが注10、「平日を過ごす場所」という問で、最も多かったのが「職場」で3割以上、次が「学校」

で3割弱となっており、約6割が職業か学業に就いていることが分かる。具体的な仕事の内容

（複数回答）についてみると注11、最も多かったのが「障害者作業所」（26％）で、次いで「自営業」

注7 幼児は親による記入。
注8 『世界子ども白書』による。
注9 ３－２（2）参照。
注10 その他の不明確な記入例としては、①仕事をしていても、その収入額が生計を成り立たせる額に到達しないので「仕事をして
いない理由」にも記入している、②職業訓練中の回答者が「仕事の種類」や「１か月の平均実働日」にも答えている、③「仕事をし
ている」の回答者も「希望する職種」にも回答している、などがある。

注11 仕事をしていない人でも記入している人がいることに留意。
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表２－２　希望する職種
（複数回答）

人数 割合

自営業 52 39.1％

一般企業の職員 24 18.0％

障害者の作業所 21 15.8％

障害にあった臨時、パート、アルバイト 13 9.8％

寮がある職場 1 0.8％

障害に理解のあるところ 29 21.8％

その他 0 0.0％

働く予定はない 1 0.8％

無回答 5 3.8％

合計 146 109.8％

（15％）となっている。また、１か月の平均実働日は「20日以上」が全体の約 6割を占め、フル

タイムに近い状態で働いている者が多いことがうかがえる。しかし仕事についての不満では、

「収入が少ない」ことが最も多く４割近くを占めている。

希望する職種（表２－２）は、「自営業」が約 4割で最も多く、次いで「障害について理解が

ある職場」、「一般企業の職員」などとなっており、雇用に対する期待もかなり高いことが分か

る。

生活の収入源では、「自分の収入」と「家族の収入」がそれぞれ約 4割となっており、恵まれ

た層である彼らにとっても経済的自立は難しい現状がうかがえる。

（3）社会的状況

平日は職場と学校で過ごす者が約６割である。ほとんど毎日外出している者が４割以上を

占め、「週３～５日」を合わせると、過半数の人が週３日以上外出していることが分かる。し

かし一方で、「月に１～２日」という者も４人に１人おり、外出が困難な者がいることも無視

できない。

全体の８割以上が「１人で外出が可能」であるが、「外出のとき困ること」（表２－３）では、

公共交通手段の要である「バスに乗りにくい」、「道が歩きにくい」、「交通費が高い」などが多

くなっている。

障害者団体への参加・活動状況をみると、「障害者団体で活動している」者が８割近くを占

め、「会員だが活動していない」を合わせると９割近くの回答者が何らかの障害者団体の活動

に参加していることが分かる。これは、回答者の基本属性に起因するものと考えられる。

表２－３　外出のとき困ること
（複数回答）

人数 割合

付き添いがいない 18 13.5％

道が歩きにくい 38 28.6％

バスに乗りにくい 55 41.4％

バスの表示が見えない 12 9.0％

交通費が高い 36 27.1％

人の視線が気になる 31 23.3％

人が多くてぶつかりそうになる 2 1.5％

その他 31 23.3％

無回答 8 6.0％

合計 231 173.7％
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（4）今後の課題と要望

「今一番楽しいこと」、「今一番困っていること」、「これからどんな生活がしたいか」、「希望

実現のために必要なもの」の４つの問に対する自由回答を整理し、「今後の課題」として提起

する。

「今一番困っていること」（表２－４）の回答で多かったのは、「収入、経済的なこと」（33名）

と「障害者支援不足に関すること」（32名）であった。「収入、経済的なこと」の具体的内容とし

て、「収入が少ない」又は「収入がない」があげられている。そのほか「障害者支援不足に関す

ること」では、「公共交通や移動の困難さ」と「行政へのアクセスの悪さ」及び「暮らしに必要な

サービス不足」に関する回答が複数あげられている。

「これからどんな生活がしたいか」（表２－５）の問には、「自営以外の仕事、職業訓練」（52

名）や「自営」（23名）など経済的自立を果たして社会生活を望む回答が多かった。現在は自営

を望む者が多いが（表２－２）、本来は自営以外の仕事を含め選択肢が広がることを望んでい

る障害者が多いといえる。そして、それらの「希望実現のために必要なもの」（表２－６）とし

て、最も多かったのが、「資金提供及び融資」で、次は「職業訓練、仕事に関すること」であっ

た。

以上の結果から、障害者が今、最も望んでいることは、経済的自立のための就業支援であ

ることが浮き彫りになり、また、同時に「政府機関、施設など公的サポート」や「支援者、社

会の理解、サポート」など、行政の支援体制の整備と社会全体の障害者に対する理解を求める

声も多いことが明らかになったといえる。

「今一番楽しいこと」（表２－７）の問には、「趣味や生活に関すること」を筆頭に、「仕事に

関すること」、「活動に関すること」が続いている。「趣味や生活」のなかでも、スポーツと回

答した者が23名いる。スポーツは障害者にとって肉体的、精神的に良いだけでなく、一般社

会への障害者理解に関する啓もうの役割も果たしている。タイで1999年１月に開催された障

害者のスポーツ大会「フェスピックゲーム」の成功以来、一般社会への障害者理解が進んだこ

とは広く指摘されていることである。このような障害者が楽しいと感じ、かつ、障害者のエ

ンパワーメントにつながるような活動を促進することは重要であろう。

その他、障害者支援活動を通して社会参加をし、生きがいを感じている障害者が少なくな

い。例えば、「障害者の相談にのること」、「ノンフォーマル教育課程でろう者を教えられるよ

うになったこと」、「地域の障害者を訪問すること」、「障害者関連の仕事をすること」、「自分

より障害が重い人への援助」など、他の障害者を助ける活動に意義を見いだしている回答が多

い。



- 35 -

（5）まとめ

今回の回答者の多くは、学歴が高く、仕事や職業訓練、社会参加などの機会に比較的恵ま

れた層であった。そのため、日常生活の自立度は高く、積極的に社会に参加している様子が

うかがえる。しかし、そのような層にとっても、最大の願いは経済的自立であり、そのため

の就業の場の確保である。他方、比較的恵まれた環境にある障害当事者である彼らは、趣味

の活動のほか、他の障害者のための支援活動にも強い生きがいを感じていることが浮き彫り

になった。これらの結果から、タイの障害者においては自己実現と社会参加を求める機運が

高まっており、もはや保護を受ける立場に甘んじることなく、障害者自身が他の障害者への

エンパワーメントの重要な人的資源になり得るということが明らかとなった（「BOXⅠ：障害

者自立モデルと専門家モデル」参照）。

表２－４　今一番困っていること
（複数回答）

人数 割合

収入、経済的なこと 33 24.8％

障害者支援不足に関すること 32 24.1％

仕事に関すること 21 15.8％

なし 10 7.5％

生活に関すること 9 6.8％

学業に関すること 3 2.3％

その他（人間関係など） 13 9.8％

回答なし 21 15.8％

合計 142 106.8％

表２－５　これからどんな生活がしたいか
（複数回答）

人数 割合

自営以外の仕事、職業訓練に関すること 52 39.1％

障害者支援に関すること 25 18.8％

自営に関すること 23 17.3％

生活、家族に関すること 16 12.0％

教育、学歴に関すること 10 7.5％

その他 20 15.0％

回答なし 12 9.0％

合計 158 118.8％

表２－７　今一番楽しいこと
（複数回答）

人数 割合

趣味や生活に関すること 72 54.1％

仕事に関すること 25 18.8％

障害者支援に関すること 20 15.0％

学業に関すること 4 3.0％

その他（意識の満足度、達成度もしくは 8 6.0％

要領を得ないもの）

回答なし 19 14.3％

合計 148 111.3％

表２－６　希望実現のために必要なもの
（複数回答）

人数 割合

資金及び融資 32 24.1％

職業訓練及び仕事に関すること 15 11.3％

政府機関、施設などの公的サポート 16 12.0％

支援者、社会の理解、サポート 13 9.8％

精神的なことがら 10 7.5％

教育に関すること 7 5.3％

記述なし 7 5.3％

その他 13 9.8％

回答なし 28 21.1％

無回答 2 1.5％

合計 143 107.5％
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BOXⅠ　障害者自立モデルと専門家モデル

障害者自立モデル（エンパワーメント）

障害者自身が障害に対する否定的なイメージから解
放され、障害とともに人間として尊厳をもって生きて
いくこと（エンパワーメント）を実践できるよう支援す
る体制。従来型のトップダウン的な支援体制と異なり、
ボトムアップ的な支援体制。
障害者自身が必要と思うサービスを専門家に「依頼」

し、地域資源を「利用」する消費者であるという考え方。
そのために、障害者はピアカウンセリング等によっ

て必要な情報を取得し、自分のニーズを十分に知り、自
分がほしいサービスを選択していく。障害者関連施設
の入所や地域サービスの利用も障害が自ら選んで利用
する。これら一連の障害者による主体的な活動を通し
て、障害者自身が自己啓発、自己実現していくことを、
エンパワーメントという。

専門家モデル（依存）

従来行われてきた専門家が中心となって、障害者を
指導するトップダウン的な支援体制。施設入所者や
サービスを利用する障害者に対して、管理し、従順であ
ることを要求する傾向が強く、その結果、障害者は専門
家や施設に依存する態度が形成されがちであった。こ
の傾向が、障害者のエンパワーメントを阻害する要因
にもなっている。

地域資源提供�サービス提供�

指導�

依存� 従順�

管理�

依頼� 利用�

エンパワーメント� エンパワーメント�

専門家�

専門家�

障害者�

障害者�

施設�

施設�
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第３章　障害者対策の現状

３－１　国際的な潮流

（1）国連・ＥＳＣＡＰの動向

国連は1971年の総会で知的障害者の権利宣言を、また1975年の総会で障害者の権利宣言を

出し、1981年を「国際障害者年」と定めた。この国連の一連の決定を機に、国際社会において

障害者支援は重要な課題として光があてられるようになった。さらに、国連は1983年～ 1992

年を「国連・障害者の 10年」として「障害者の機会の均等化の実現」に向けて積極的な姿勢を

打ち出した。

アジア太平洋地域においては、「国連・障害者の10年」に続き、ＥＳＣＡＰが1993年～ 2002

年を「アジア太平洋障害者の 10年」に決定し、同時に「アジア太平洋の障害者の完全参加と平

等に関する宣言」を採択し、具体的な 12の行動課題（Agenda for Action）を設定している（表

３－１）。

表３－１　ＥＳＣＡＰの 12の行動課題

①国内調整 ②法律の制定 ③情報収集

④啓もう活動 ⑤アクセスビリティと情報伝達 ⑥教育

⑦職業訓練と雇用 ⑧障害の予防 ⑨リハビリテーション

⑩自助支援機器 ⑪自助グループ組織化 ⑫地域協力

出所：ＥＳＣＡＰ

ＥＳＣＡＰは、各国の障害者関連の法整備を支援しており、中国、フィジー、インド、イ

ンドネシア、日本、パキスタン、フィリピン、韓国、スリ・ランカ、タイなどの国々ですで

に障害者をとりまく関連法案が制定されている。また、この 10年の大きな目標として障害者

の各種施設へのアクセスビリティ向上をかかげ、「アジア太平洋地域における障害者や高齢者

のためのノンハンディキャップ環境推進」プロジェクトを展開している注12。

「アジア太平洋障害者の 10年」では、障害者におけるジェンダーの問題も大きく取り上げて

いる。ＥＳＣＡＰがかかげているジェンダー問題は障害者の世話をする介護者と、女性の障

害者自身の２つに焦点をあてている。

ＥＳＣＡＰのこれらの活動では、加盟国政府、ＮＧＯ、国連を含む国際機関、アジア太平

注12 北京、バンコク、ニューデリーの３都市でバリアフリーモデル地区を設定し、ガイドラインを作成中である。その成果として、
中国は設計規定を見直し、インドは建築法を改正し、タイはアクセスビリティ法案を策定する等の動きがでている。今後の課題
として、このガイドラインをより向上させ、さらに各国間の協力・調整を行い国際標準化していくことがかかげられている。
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洋地域の障害当事者など障害者支援分野にかかわるすべての人々や機関、団体などが連携し

て遂行するべきものと規定している。1986年に設置された「アジア太平洋地域機関間委員会」

の障害関係問題小委員会おいてもＮＧＯの代表が参加しており、過去２回開催された「アジア

太平洋障害者の 10年」に関する各国の活動評価会議注13においても、主要なＮＧＯが参加し、

重要な役割を果たしている。今後もアジア太平洋地域における障害者支援の分野での政府、

国際機関そしてＮＧＯの３者の連携が重要になってくるであろう。

（2）国際ＮＧＯの動向

国際障害者年の 1981 年 12 月、障害者自身による国際的ＮＧＯである「障害者インターナ

ショナル」が、67か国の障害者の参加を得て設立された。ＤＰＩは障害者自身の障害に対す

る否定的なイメージからの解放と、人間としての尊厳をもって生きるための障害者の自立生

活支援、すなわち障害者のエンパワーメントを促進する団体である。ＤＰＩは世界を５つの

ブロックに分け注14、タイは「アジア太平洋ブロック」に所属する。アジア太平洋ブロックの本

部は、1999年４月にフィリピンのマニラからタイのバンコクに移転し、バンコクは文字どお

りアジア太平洋地域の障害者活動の拠点として動き出したところである。

そのほかに、世界的な当事者団体ＮＧＯである世界盲人連合（ＷＢＵ）や世界ろう連盟

（ＷＤＦ）もそれぞれ会員団体を抱え、活発に活動している。また、障害者支援に係る医師、技

術者、その他の有識者が加盟している世界的な専門家団体ＮＧＯとして、欧米で大きな力を

もっているリハビリテーション・インターナショナル（ＲＩ）があるが、タイでは特に目立っ

た活動はしていない。むしろ、専門分野別の団体である補装具・自助具を製造する Handicap

International、高齢者を対象とする Help Age International、視覚障害者を援助するキリ

スト教視覚障害者財団（Christian Foundation for the Blind）注15、Helen Keller

International、障害児を対象とする子供のための団体 Save the Children Fundなどの活動

が活発である。今後は、それらの障害当事者ＮＧＯと専門家団体ＮＧＯがお互いに協力し合

い、地球規模で組織的に支援体制を発展させていくことが期待されている。

世界の障害者数はおよそ６億人といわれ、そのうちの約６割にあたる人々がアジア太平洋

ブロックに住んでおり、またその半分以上つまり１億 5,000万人以上が女性であるといわれ

ている注16。また障害者の 65～ 80％が農村地域に住んでいると推定されているが、障害者が

利用できる施設とサービスの９割以上が都市部に集中し、農村部では１割以下とみなされて

注13 今年 11月には各国の取り組みを評価するための３回目の会議が開催される予定。
注14 ①ヨーロッパブロック、②北米カリブ海ブロック、③アフリカブロック、④ラテンアメリカブロック、⑤アジア太平洋ブロッ
クの５つ。

注15 脚注 29参照。
注16 この項は『アジアの障害者とＮＧＯ』（ニノミヤ・アキイエ・ヘンリー著・明石書店刊）による。
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いることから、ＮＧＯによる農村地域における障害者の自助活動の大切さが、政府、ＮＧＯ、

国際機関の共通の認識となっている。特に、アジア太平洋地域においては農村部を中心とす

るＣＢＲ注17が大きな成果をあげていることから、ＮＧＯを中心としたＣＢＲの普及・強化が

待たれる。

３－２　タイ政府の障害者政策

（1）上位計画

タイ政府の障害者政策は、上記の国際的潮流に沿った形で進められている（表３－５参照）。

1991年 11月に初の障害者に関する法令「障害者リハビリテーション法」（Rehabilitation of

Disabled Persons Act B.E.2534：以下、「リハ法」という。）が制定され、1994年に労働社会

福祉省と保健省により関連省令が制定された。さらに、1997年 10月に「人間中心の開発」をう

たった「新憲法」が発布され、これによりタイにおいて初めて法の下に、「すべての障害者の

平等な機会と社会への完全参加の権利」が保障された。これらの動きに呼応して、障害者の意

識は大いに高まり、積極的な政治参画が進み、障害者政策の大きな推進力となっている注18。

障害者政策は、労働社会福祉大臣の下に設置された諮問機関である「障害者リハビリテー

ション委員会」（Committee for Rehabilitation of Disabled Persons：以下、「リハ委員

会」という。）注19 が各省庁との連携をもとに進めており、その事務局（Office of the Com-

mittee for Rehabilitation of Disabled Persons：以下、「リハ委員会事務局」という。）が

同省の公共福祉局内に設置されている。

障害者政策の立案・実施は、政府及び非政府機関が協働して進めることが、リハ法の12条注20

に明記されている。現在の公共福祉局長は特に障害者関連団体とのパートナーシップを積極

的に推進する方針を打ち出しており、リハ委員会事務局としても、政策立案・実施について

は常にＮＧＯと協働して行うよう留意している注21。

一方、公的機関から障害当事者団体へ協働を呼びかける機運も芽生え始めている。シリン

トン国立医療リハビリテーションセンターでは、1999年８月 16日～ 17日の２日間、政府担

注17 １－５（4）及び巻末資料参照。
注18 1997年の憲法改正や1999年８月の教育法改正にあたっては、タイＤＰＩ代表や障害児財団ほか40団体が一丸となって政府に
対し働きかけ、障害者の主張を勝ち取ったという実績は大きい。

注19 労働社会福祉省大臣を委員長として、国防省、労働社会福祉省、教育省、保健省、大学省の各次官、予算局長、保健省医療サー
ビス局長、労働社会福祉省公共福祉局長、教育省普通教育局長及び大臣に指名された学識経験者（６名以下、障害者２名以上を
含む）が委員となっている。

注20 第12条「障害者リハビリテーション委員会事務局は、障害者のリハビリテーションに関する事業に際し、国内外の関連する政
府機関及び非政府機関と調整及び協力して、第15条に定める支援を障害者が受ける権利を保障しなければならない。」

注21 具体的実績としては、1999年８月の教育法改正にあたって、タイＤＰＩはその遂行のための細かいガイドラインを作成し、教
育担当行政官、学校長、障害者への理解と実務指導のためのセミナーを開催するなど、行政への理論及び技術的サポートも行っ
ている。サービス提供型ＮＧＯである障害児財団、レデンプトール会障害者職業学校、盲人技能開発センターなどの代表は、政
府の政策決定段階に参加するだけではなく、活動を通じて蓄積したノウハウを行政へフィードバックする役割も果たしている。
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当者や、公的施設、障害当事者団体及びその他のＮＧＯの代表が一同に会して、「自立生活セ

ミナー」が開催された。このように障害者支援分野の公的施設が多様なジャンルの関係者を集

めて自立生活支援普及のイベントを開催したことは初の試みであり、今後の自立支援サービ

ス推進にはずみがつくものと期待されている。

（2）障害者支援施策

1） 障害者登録制度

障害者はリハ法の規定により、障害者登録を行うことができる。障害者は居住する地域

の労働社会福祉省所管の公共福祉事務所において、医師による障害証明書を添えて登録す

る。障害等級は１～５段階に分けられているが、種々の支援サービスは障害の重い３～５

等級の人のみが受けられる。1999年６月末現在、障害者登録を行っている者は 21万 4,920

人であり、全障害者の５％にも満たない。その理由としては、支援サービスの対象が３～

５級の人に限られているという制度的背景に加えて、障害の判定ができる医師が少ないこ

と、地方では登録制度の存在自体が知られておらず、また知っていても登録による利点が

あまりないと感じている障害者が多いことなどが指摘されている。

登録者は、リハ法により、①医療リハビリテーション及び福祉機器（省令に規定）、②教

育注22、③職業訓練・職業相談、④社会参加のための生活必需品、設備・器具、⑤人権擁護

の訴訟に対する支援と政府機関とのコンタクトのサービスが受けられる。また、給付金と

して、①貧困家庭注23への生活扶助（500バーツ／月）、②開業資金貸付（２万バーツ、５年

間で返済・無利子）、③緊急時特別給付（2,000バーツ／回・年に３回以下）、が受けられる。

ただし、いずれのサービスも政府の財源不足により、予算枠を超えた時点でサービス提供

が打ち切られており、サービスが必要なすべての障害者に提供されているわけではないの

が実状である。

2） 障害者の医療

障害者に対する医療リハビリテーションは、障害の状態を改善し、障害者の自立を促進

するために重要なものであり、タイでは前述のように障害登録者に無償で提供されること

になっている。現在、公立・私立あわせて約 130の病院で実施されているが、実際に必要

な機材・人材を備えているのは県レベル以上の病院（1997年現在、全国に 92箇所）である。

医療リハビリテーションの中心となっているのは、1992年に保健省医療サービス局の管

轄の下に設立された「シリントン国立医療リハビリテーションセンター」（以下、シリント

注22 1999年８月の教育法改正により、登録の有無にかかわらず、すべての障害者に12年間の基礎教育を無償で受けられる権利が
与えられた。

注23 自立のためのリハビリテーションを行うことができない重度の障害者がいる家庭が対象。
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ンＲＣ）である。シリントンＲＣでは、外来・入院による診療、理学療法、作業療法のほか

に、入院患者を対象とした「自立生活ユニット」が設置されている。また、国の医療リハビ

リテーションの中核的機関として、調査・研究、人材養成等も行っている。

労災被災者のための医療リハビリテーションは、ＪＩＣＡの協力によって 1985年に設立

された「労災リハビリテーションセンター」が、職業リハビリテーションを受けるための医

療リハビリテーションを提供しており、この分野ではモデル施設となっている。

3） 障害者の教育

国立統計局（National Statistical Office）が実施した「保健福祉調査報告」（Report of

the Health and Welfare Survey）によると、1996年現在、タイの障害者のうち就学年齢

に相当する７～ 19歳の人口は 15万 5,300人で、このうち就学者数は１万 1,292人であり、

就学年齢人口の 7.3％と極めて低い注24。障害者の社会参加と機会の平等を実現するために

は、教育機会の提供が基本的要件であることから、現在、タイ政府は障害者の教育機会の

拡大に最も力を入れている。

教育省は 1999年を「障害者教育年」と定め、同年８月に「新教育法」を施行し、すべての

障害者が無償で教育を受けられる権利や個々人の特性・環境にあった教育を受けられる権

利を保障した。具体的には、全国にある特別教育校注25を現在の24校から37校に増やし、将

来的には全 76県に１校ずつ設置する予定である。また普通校が障害者教育を提供できるよ

うに支援を行う「特別教育センター」の整備と機能の強化も打ち出している。現在、全国５

箇所（５県）にある「特別教育センター」を今年中に８箇所（８県）に増やし、さらに障害者

教育教員の養成と、教材開発及び配布の分野の機能強化を図ることとしている。また、新

教育法により、教育機関へのアクセスが難しい障害者には在宅でも教育が受けられること

となり、障害者の教育機会の飛躍的な拡大が期待されている。これらの施策の目標として、

これまで全障害者で教育を受けたことがあるものは約４万人（約８％）に過ぎなかったが、

これを今年一気に８～ 10万人へと拡大することをかかげている。

4） 障害者の就業

タイの労働年齢人口（15～ 60歳）における障害者数は 140万人（1996年）と推定されてい

る注26。現在、タイの障害者が携わっている産業としては商業が最も多いが（表３－２）、こ

のほとんどが自営業であると考えられる。タイ政府としては障害者の雇用機会を拡大する

注24 ちなみに、『世界子ども白書』によると、1990-1994年の平均でタイの就学率（就学年齢人口に対する実際に就学している人数の
割合）は、小学校で100％、中学校で38％となっている。

注25 日本の養護、ろう、盲学校に相当するもの。
注26 保健省国立保健基金（1996年）調査による。
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ために、1994年に「雇用割当制度」を導入し、従業員数 200名以上の企業には従業員数 200

名に１名の割合で障害者を雇用することを義務づけている。また障害者を雇用する代わり

に、障害者リハビリテーション基金に補償金を納付することもできる。しかし、表３－３

で明らかなように、同制度に基づいて障害者を雇用している企業は、1998年でみると該当

企業 5,407社のうちわずかに428社（7.9％）に過ぎず、該当企業のうち 520社（9.6％）が障害

者を雇用するかわりに障害者リハビリテーション基金に補償金を納付し、1,474社（27.3％）

が公募中又は公募しているが適当な該当者無しということで補償金が免除されている。残

りの 2,985社（55.2％）は法律を遵守していない。該当する企業がすべて障害者を雇用する

ならば１万6,111名分の雇用機会が障害者に提供されることになる。障害者雇用をせず、納

付金も納めない企業が 55.2％と高い理由として、同制度に罰則規定がないことが指摘され

ている。

表３－２　障害者の携わっている産業（1998年 12月） 単位：名

職業 身体障害 聴覚障害 視覚障害 知的障害 精神障害 合計

商業 3,150 220 688 34 9 4,101

農業 2,626 189 274 83 9 3,181

技能工 1,618 75 155 5 1 1,854

合計 7,394 484 1,117 122 19 9,136

出所：障害者リハビリテーション委員会

表３－３　企業の障害者雇用状況

分類 1995 1996 1997 1998

企業数 雇用者数 企業数 雇用者数 企業数 雇用者数 企業数 雇用者数

1 障害者を雇用している企業 163 480 368 604 737 1,811 428 1,063

2 求人広告を出している企業 644 1,287 509 1,017 408 815 398 958

3 求人広告を出しているが、障 1,199 7,928 1,044 9,283 1,026 9,322 1,076 9,748

害者雇用をしていない企業

4 法定雇用率を達成しておらず、 223 560 485 1,274 469 1,324 520 1,086

障害者リハビリテーションファ

ンドに納付金を納めた企業

法を遵守している企業の合計と 2,229 2,406 2,640 2,422

総計に占める割合 （47.2％） （48.2％） （51.8％） （44.8％）

5 法に違反している企業（法定雇 2,491 6,678 2,584 5,200 2,461 5,698 2,985 12,855

用率を達成しておらず、かつ、

納付金を支払っていない）

法を遵守していない企業の合計 2,491 2,584 2,461 2,985

と総計に占める割合 （52.8％） （51.8％） （48.2％） （55.2％）

従業員数200名以上の企業の総計 4,720 12,055 4,990 12,798 5,101 15,063 5,407 16,111

出所：障害者リハビリテーション委員会

＊雇用者数：雇用割当制度により、上記１は雇用されている障害者数、２～５は雇用されるべき障害者数。
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リハ委員会事務局では、該当する企業に対して毎年１回文書で障害者雇用促進の理解を

促すとともに、２か月に１回開催される「労働者の日」のイベントにおいて労使双方に対し

障害者雇用の周知徹底を図る努力をしている。また、12月３日の「国際障害者の日」には障

害者雇用の優良企業を表彰するイベントを開催し、広く企業における障害者雇用の拡大に

向けて啓発活動を行っている。

一方、政府機関における障害者雇用促進については、公務員は従来より障害者に対する

差別はなく、現在2,000～ 3,000名が雇用されている。公社・公団では、1997年４月の閣議

決定により就業規程にあった「身体に障害があるものが就業するのは不適切」という条項は

撤廃されたが、本調査時点では主要な障害者団体も認識しておらず、周知されるまでには

いたっていなかった。

5） アクセスビリティ促進

障害者のアクセスビリティを促進するため、アクセスビリティ法が 1998年３月 10日に制

定された。この法律は公的機関の建物においてバリアフリー化を義務づけたもので、既存

の建物に対しても改修を義務づけている。しかし、執行は各省の責任に委ねられており、各

省とも予算確保が難しく進捗状況は芳しくない。また、民間施設のバリアフリー化を促進

する法律づくりも、現在進められている。

6） 活発化する障害者関連ＮＧＯ

リハ委員会事務局によると、タイで活動する障害者関連ＮＧＯはその性格上大きく２種

類に分けられる。一つは障害者自身が構成員である障害当事者ＮＧＯであり、もう一つは

サービス提供型ＮＧＯである。

前者の代表的なものは国際的障害者団体である｢障害者インターナショナル（ＤＰＩ）」の

タイの国内組織である、タイ障害者協議会（Council of Disabled People of Thailand：

以下、タイＤＰＩ）であり、全国で１万2,000名の会員を有するタイ最大の障害者団体連合

組織である。タイＤＰＩは、以下の４協会から構成されている。

・タイ身体障害者協会（Association of the Physically Handicapped of Thailand）

・タイ盲人協会（Thailand Association of the Blind）

・タイろう協会（National Association of the Deaf in Thailand）

・タイ知的障害者協会（Association for the Retarded of Thailand）

各団体とも、中心メンバーはバンコク周辺に住む比較的中流階層の障害者（知的障害者協

会の場合は障害児の親）が多い。タイＤＰＩのうち、知的障害者協会を除く３協会の中心メ

ンバーは自らが障害者でありながら、教育を受け、比較的良い仕事に就き、積極的に社会
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参加をしていくことによってロールモデル（模範）となり、他の障害者に対してエンパワー

メントを行っている。また、タイＤＰＩの役員には有識者が多く、政府に対し政策提言や

政策施行の指針づくりの手助けをするなど、政府へ障害者の声を届けるばかりでなく、政

府の重要なパートナーとなっている。タイＤＰＩ及び４協会は、今後できるだけ障害者の

会員を増やすことを重点課題としてかかげており、特に地方の障害者の組織化を進める方

針である注27。

新憲法発布以降、障害当事者の権利意識が醸成され、障害当事者自身によるＮＧＯの組

織化が進みつつあるが、まだまだ組織率は低く、特に地方においてはほとんど組織化され

ていないのが現状である。しかし、都市部におけるＮＧＯの活発な発言や運動は、法制度

上の差別撤廃等、障害者政策の推進に大きな影響力を与え始めている。

一方、サービス提供型ＮＧＯの代表的なものとしては、障害児財団（Foundation for

Handicapped Children）、レデンプトール会障害者職業学校（Redemptorist Vocational

School for the Disabled Persons）注28、盲人技能開発センター（The Skill Development

Center for the Blind）、キリスト教視覚障害者財団（Christian Foundation for the

Blind）注29、愛徳姉妹会修道会（Daughter of Charity）などがある。サービス提供型ＮＧＯ

は障害者に直接サービスを提供することが主な活動であり、活動が比較的地方、特に農村

部に及んでいる点に特徴がある。現在タイ内では、このようなサービス提供型ＮＧＯが100

以上あるといわれている。これらのＮＧＯの活動については公共福祉局の「ＮＧＯ支援課」

が把握しており、寄付の受付窓口は同局「調査企画課」となっている。

以上のように、種々のＮＧＯはそれぞれの立場で異なる手法を用いながらも、障害者の

社会への完全参加の実現と生活の向上のために、障害者の視点に立った活動を展開してお

り、タイの障害者支援の環境整備において貴重な社会資源となっている。

7） 地方の障害者支援

リハ委員会事務局によると、首都圏及び地方主要都市部では一定レベルの障害者支援体

制が整備されつつあるが、地方、特に農村部の障害者にはほとんど支援が届いていないこ

とから、同事務局では、今後、地方の障害者支援に本腰を入れる考えである。

まず何よりも障害者登録を促進することが必要であるが、現在、保健所まで行けず障害

注27 タイＤＰＩは全国ネットの組織整備を進めるため、全国を８地域に分けて（北部、東北部、中央部、南部の４地域を、さらに
それぞれを２地域に分割）、障害別の４協会をすべて設立した時点で、タイＤＰＩ地方支部を設立することとしており、これま
でにチェンマイをはじめ計５つの地方支部が設立されている。また、各協会でも独自に地方の組織化を進めており、例えばタイ
身体障害者協会では、現在24県に協会支部を設立しており、今後36県へ拡大していく目標をかかげている。また、ろう者協会
では全国に４つの地域グループがある。

注28 同校の運営は障害者自身で行っているが、実際にサービスを提供しているという点で後者に分類した。
注29 コンケンに本部を置くＮＧＯ。特に北部のＣＢＲの活動において知名度が高い。医療、職業、教育の分野において横断的な活
動を行っている。
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認定を受けられない地方の障害者に対する「出前登録チーム（医療チーム）」の派遣が登録促

進に大きな成果をあげていることから、今後もこの方法を拡大する予定である。

また、リハビリテーション委員会としては、上から押し着せのサービスをするのではな

く、障害当事者が自ら欲するサービスを提供すべきであるという考えに立ち、まず地域の

障害者自身による自助グループづくりに着手したところである。そのために、農村地方に

できつつある障害当事者グループに組織化のための資金援助を行っている。地域において

障害当事者グループの組織化が進めば、障害者登録が進み、彼らのニーズが把握しやすく

なるものと期待されている。

しかし、それらの支援策を実施するうえで前提となる、地方における障害者の基本的

データが十分でないのが現状である。これまで２度地方における障害者の実態をサンプル

調査で行っているが、全国の障害者の正確な数やその生活状況などを把握できるまでには

いたっていない。また、タイでは一般的に政策立案・実施の前提となる社会統計調査に対

する財源確保が難しく、その専門家も少ないことが指摘されている。地方、特に農村部に

おける障害者に対する人権意識の普及、支援体制の整備、そのための実態把握は、緒につ

いたばかりといった状況である。

（3）他の援助機関と資金調達

リハ委員会事務局によると、障害者支援分野で政府ベースでは日本が最大のドナーであり、

民間レベルでも、朝日新聞厚生文化事業団、清水財団、株式会社デンソー、全日本ろうあ連

盟、ＦＨＣＹ注30、ヒューマンケア協会、アジア・ディスアビリティ・インスティテート等、

いくつかの団体によって小規模ではあるが協力が行われていることが、本調査で確認された。

日本以外では、英国のＶＳＯ（公的ボランティア派遣）注31やドイツのキリスト教視覚障害者

財団などが公的機関及びＮＧＯに人材を派遣している程度である。また国連機関では国際労

働機関（International Labour Organization：ＩＬＯ）が政府行政官に対して人材育成プロ

グラムを実施している。また、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）は、東北部ウボンラーチャターニー

県において「障害者のためのキノコ生産研修事業」を公共福祉局と共同で実施している注32。

今回の調査団が政府機関及びＮＧＯからヒアリングする過程において、機材や資金に係る

援助の要請はほとんど出なかった。また多くのＮＧＯ注33では、タイ内の民間団体や個人から

の寄付があり、最小限必要な資金はほぼ調達できているという感触を受けた。

注30 前「タイ障害児のための財団横浜連絡事務所」。アジアの発展途上国の障害福祉への国際協力活動を行っている。
注31 来年2000年に、タイＤＰＩの地方組織の強化のためＶＳＯが派遣される。
注32 1998年６月から1999年 10月に実施。予算はUS＄183,000で、全額ＦＡＯが出資。
注33 盲人技能開発センター、レデンプトール会障害者職業学校、ＦＨＣ、車椅子修理クリニック
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これらのことから、タイの障害者支援分野においては、先進国政府及び国際機関は何らか

の協力はしているものの、障害者支援施設等の整備のほとんどはタイ政府とＮＧＯによって

行われており、都市部においては障害者支援のための資金調達がある程度達成できているも

のと考えられる。しかし、農村部における障害者支援のための資金調達は今後の課題である。

３－３　障害者施設の概況

調査団は、タイにおける障害者へのサービス提供施設の実態を探るために、公的な障害者施設

及びＮＧＯの運営する障害者施設を視察し、主に障害者の参加とニーズの反映という視点で現状

の把握を行った。比較的先駆的な施設として実績のある施設を調査対象として選定し、公的施設

としては「労災リハビリテーションセンター（ＩＲＣ）」、「パークレッド障害児ホーム」、「シリン

トンＲＣ」の３箇所、ＮＧＯの施設としては「盲人技能開発センター」、「車椅子修理クリニック」、

「サイレントワールドクラフトセンター」、「レデンプトール会障害者職業学校」、「障害児財団

（ＦＨＣ）」の５箇所を選定した。

各施設の運営状況と活動を、「障害者のニーズの反映」、「職員の体制」、「投入と成果」、「退所後

の対応」及び「発展性」の５つ観点から評価し、表３－４にまとめた。なお、各施設の詳細データ

については、巻末の資料を参照されたい。

表３－４に示された施設の運営体制と活動について、公的施設とＮＧＯ施設との比較を中心に

整理すると、以下のように要約される。

（1）障害者のニーズの反映

ＮＧＯ施設では意思決定機関及び事業実施への障害者の参加が進んでおり、特に障害当事

者団体が運営する施設では意思決定及び事業実施はほとんどすべてが障害当事者によって行

われており、障害者の視点からサービスが形成・提供されている。さらに障害当事者が意思

決定及び事業実施に参加することにより、入所者に対するエンパワーメント効果が大きい。

一方、公的施設では運営・実施に障害者の参加がほとんど見られなかった。

（2）職員体制

ＮＧＯ施設は公的施設と比べ、直接処遇の職員（障害者に直接サービスを提供する人）の比

率が、間接処遇の職員（管理部門・その他）の比率より高く、少ない職員数で大きな活動実績

をあげている。また、ＮＧＯ施設では公的施設に比べ、障害者に対する理解も進んでおり、職

員の意識も高い。
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（3）投入と成果

ＮＧＯ施設は公的施設と比べ、団体の収入額に対して、障害者の受け入れ数が多く、財政

的効率性は公的機関よりも高いといえる注34。

（4）退所後の対応

職業訓練を提供する入所施設でみると、ＮＧＯ施設ではＯＢ会が有り、ＯＢ同士の自助活

注34 ＮＧＯの施設はサービスを受ける障害者を選ぶことができるが、公的施設はすべての障害者を受け入れる義務があるため、一
部の公的施設では、重度や重複障害者が多いという事実もこの背景にある。

表３－４　障害者施設の評価

公的施設 ＮＧＯ

施設名 ＩＲＣ パークレッド シリントン 盲人技能開発 車椅子修理 サイレントワールド レデンプトール会 障害児財団
障害児ホーム ＲＣ センター クリニック クラフトセンター 障害者職業学校

団体種別 サービス提供 サービス提供 サービス提供 サービス提供 当事者団体 当事者団体 サービス提供 サービス提供

意思決定機

関への障害 無 無 不明 無 有 有 有 ごく少数有

者の参加

事業実施へ

の障害者の ごく少数有 無 ごく少数有 有 全員 ほとんど全員 ほとんど全員 ―

参加

直接処遇職

員：間接処 約1：2 約1：4 約5：1 約1：1 4：1 不明 約7：3 約3：2

遇職員比率

職員の意識 高い 普通 やや高い 高い 非常に高い 高い 非常に高い 非常に高い

年間予算（バーツ） 約2,500万 不明 約1億1,900万 約300万 60～70万 約60万 約1,270万 約500万

活動実績

OB会の有無 非公式な制度有 不明 ― 有 ― ― 有 ―

フォロー
アップ制度

非公式な制度有 不明 ― 有 ― ― 有 ―

社会ニーズへ
の柔軟な対応

やや高い やや低い 普通 高い やや高い 普通 高い 高い

他組織とのパー あまり積極 あまり積極 やや積極的 やや積極的 積極的 やや積極的 非常に積極的 非常に積極的
トナーシップ 的でない 的でない

注：「―」は該当しない項目

障
害
者
の
ニ
ー
ズ
の
反
映

＜1995～
1998年の年
平均＞入所
者数180名。
職業準備訓
練修了生
115.5名。職
業訓練修了
生286名。就
職率約95％

現在450名
入所

月平均外来
者959名、月
平均新規入
院者18.3名

平均入所数
者80名。延
べ500名修了

年間100台あ
まりを製作

現在訓練生
4名

職
員
体
制

投
入
と
成
果

退
所
後
の
対
応

発
展
性

年間約200名
受け入れ。
延べ1,200名
修了。就職
率100％

週3回のデイ
ケア。週1回
家庭訪問。
CBRで延べ
2,000名近く
に裨益。



- 48 -

動が定着しているが、公的施設では非公式に行われている程度である。また、訓練修了後の

フォローアップに関しても、ＮＧＯでは制度として確立されているのに対して、公的機関で

は非公式に実施されている程度である。

（5）発展性

ＮＧＯ施設はあらゆる活動においてフレキシブルで、特に職業訓練の訓練メニューについ

ては産業界のニーズに即応しているが、公的施設ではやや柔軟性に欠けている点が見られた。

また、ＮＧＯ施設では国内外の公的・民間の各種団体との連携を積極的に行い、活動が拡大

発展しているが、公的施設では障害者支援分野の中核施設として要請があれば技術や情報提

供などが行われている程度で、やや受動的な姿勢にとどまっている。

３－４　障害者支援対策の総括

（1）障害者支援対策の妥当性

これまで述べてきたとおり、タイの障害者支援対策は、国際的潮流に沿って展開しており、

法的整備が進み、中央レベルでは基本的な人材・施設・財源ともにある程度確保されつつあ

る。また、先進的な障害者支援施設がモデル的役割を果たしながらサービス支援体制が整備

されてきていることも明らかとなった。さらに中央レベルでは、公的機関と協働してＮＧＯ

もニーズに即応したフレキシブルな活動を行っており、障害者支援分野の重要な一翼を担っ

ている。これらの実績は、インドシナ地域のなかでも極めて顕著であり、障害者支援の先輩

国として、今後、周辺諸国に大きな影響を与えていくことが予想される。

さらに、第２章２－２の障害当事者アンケート結果のとおり、障害者の関心事は、経済的

自立と自己実現のための「就労の場の確保」と「障害者支援活動」であることが分かった。その

ための支援策として、就労の機会の創出、交通機関を含む職場内外での環境整備、雇用主を

含めた社会への啓発活動、障害当事者活動への支援が求められている。

タイ政府としては、今後の障害者支援対策の重点分野として、医療、教育など基本的な障

害者リハビリテーション分野の量的な拡充、障害者の経済的自立に向けた職業訓練の充実と

就労の場の創出、そのための公共交通機関や各種施設のアクセスビリティの向上などを打ち

出しており、これらは前述のとおり障害者の要望と合致している。

（2）今後の障害者支援対策を進めるうえでの３つの基本観点

調査団はこれまでの調査結果を踏まえ、タイ政府が今後、障害者支援対策を障害当事者の

視点で効率よく進めるためには、以下の３つの基本観点に留意することを提案する。またそ

れぞれの基本観点の留意に係る具体的手法も合わせて提案する。
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1） 障害当事者の参加の促進

さらに質の高い障害者支援活動サービスの実現に向けて、公的機関及びＮＧＯの双方に

おいて、障害当事者の主体的な参加が促進されるべきである。計画策定や事業実施などす

べての段階に障害者の参加が可能となる仕組みを確立していくことが求められる。

・障害当事者への徹底した情報の提供。

・障害当事者のネットワークの拡充。

・障害当事者のリーダーの育成。

・上記達成のための障害当事者団体の活用。

・聴覚障害者や視覚障害者のための手話通訳や点字などコミュニケーション手段の充実。

・障害者施設の職員への障害者の登用（特に公的施設）。

・障害者支援組織の意思決定機関への障害者の参加（特に公的施設）。

・ＮＧＯと公的機関、障害当事者ＮＧＯとサービス提供型ＮＧＯ等の連携のための支援。

2） 地方における障害者支援の強化

今後は地方レベルでの障害者支援の強化のために、人材、施設、財源の確保が中心的課

題になると考えられる。限りある財源で、より質の高いサービスを地方で提供していくた

めには、障害当事者団体及びその他のＮＧＯの全面的な技術的及び人的な協力が不可欠で

ある。

・地方の障害者の実態及びニーズの把握。

・地方での障害当事者団体の設立のための支援。

・地方のＮＧＯへの支援。

・ＮＧＯと行政、そして障害当事者ＮＧＯとサービス提供型ＮＧＯ等を含むＮＧＯ間の

ネットワーク構築のための支援。

・ＣＢＲ活動の拡大注35。

・医療、教育、職業へのアクセスビリティの向上。

3） 市民及び障害者関連施設職員の障害者に対する理解の促進

上記、1）及び 2）の項目を達成する前提として、非障害市民及び障害者関連施設職員の障

害者に対する更なる理解の促進が必要である。新憲法制定、障害当事者団体の活動、また

今年初めのフェスピックゲーム開催などにより、障害者に対する理解は進んできているが、

引き続き、理解拡大を促進することが必要である。

注35 巻末の資料９及び12参照。
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・国民的イベント等による啓発（例えば、障害者のスポーツ大会などイベントの開催）。

・障害者関連施設職員の再教育。

・公的施設とＮＧＯの共同事業の実施。

・マスコミによる正しい障害者像の伝達。

BOXⅡ　障害者エンパワーメント支援概念図

障害者の社会への完全参加と平等を実現するため、自立生活運動・
ＣＢＲが有効である。そのためには、従来の専門家主導のリハビリテー
ション体系から離れ、あくまで障害者の視点で障害者が地域で生活でき
るための情報、サービス（教育、医療、福祉、就労、街づくり、交通、
住宅等の環境整備など）の提供を行うことが肝心である。また、これら
のサービス提供においては、障害者が主体となって参加できるプログラ
ムを組み込むことが重要である。そのプロセスにおいて障害者自身もエ
ンパワーメントされる。
このような包括的な障害者による自立生活運動・ＣＢＲ活動において
は、政府とＮＧＯが協力して支援していく包括的な仕組みが不可欠であ
る。そのために、政府・ＮＧＯが障害者及び専門家のリーダーシップト
レーニング、啓発運動、街づくりなどを後押ししていくことが求められ
る。
農村地区における今後の障害者の完全参加と平等達成においては、本
構図が有効に機能すると思われる。
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表３－５　国際社会・タイにおける障害者政策・支援対策の流れとＪＩＣＡの協力

国連・アジア太平洋の動向 法律・施策 障害者関連施設・団体 ＪＩＣＡの協力
受入れ・派遣実績

年度 研 協 専

1940

1960

1970

1980

85 1

87 1 1
88 1

89 1

1990 91 2

92 5 1

93 5 3

94 5 1

95 9 2

96 10 3

97 10 2

98 25 6 1

99 2 3

計 77 19 4

出所：今回の調査結果をもとに作成。
注：「受入れ・派遣実績」欄は、研：研修員、協：協力隊・シニアボランティア、専：長期専門家を示している。その下欄の数字は年度とそれぞれの
受入れ・派遣人数である。

78 WHO　CBR　提唱
81 国際障害者年
81 障害者インターナショ

ナル（DPI）設立

83 国連・障害者の10年（83-
92）宣言

92 ESCAP・アジア太平洋障害
者の10年（93-2002）宣言

95 E S C A Pパイロットプロ
ジェクト「アジア太平洋
地域における障害者や
高齢者のためのノンハ
ンディキャップ環境の
推進」

99 DPIアジア太平洋ブロッ
ク本部、バンコクへ移転

74 労災保障基金創設

86 統合教育全国プロジェ
クト開始

91.11　障害者リハビリテー
ション法制定

93 障害者リハビリテー
ション基金創設

94 障害者リハビリテー
ション委員会設置

94 障害者登録制度開始
94 雇用割当制度導入
95 CBR全国会議開催

96.10　第8次国家経済社会
開発5 か年計画（9 7 -
2001）人間中心の開発
へ

96　第8次特別教育開発計画
96 第8次保健計画
97.10　新憲法発布
97 国家障害者リハビリ
テーション計画（9 7 -
2001）

98 アクセスビリティに関
する省令制定

98.12 タイ障害者の人権
宣言

99 障害者教育年
99 教育法改正

08 マッケン・リハビリテー
ションセンター設立

41 プタパデーン障害者
ホーム（現・障害者福祉
センター）設立

60 全国社会福祉協議会設立
63 ノンタブリ職業訓練セ
ンター開設

66 グッドウイル・インダ
ストリー設立

69 ろう学校卒業生（現・ろ
う者）協会設立

70-8 0年代にself - h e l p
groupの活動が起こる

70 パークレット障害児
ホーム開設

78 盲人技能開発センター
開設

81 タイろう者協会サイレ
ントワールドクラフト
センター開設

82 障害児財団設立
82 タイ身体障害者協会設立
83 タイ障害者協議会（タ
イDPI）設立

84 レデンプトール会障害
者職業学校開設

88 アセアン保健開発研究
所開設

92 シリントン国立医療リ
ハビリテーションセン
ター開設

93 タイ身体障害者協会車椅
子修理クリニック開設

83 IRCプロジェクト開始

85 IRC開設
85 研修員受入れ開始

87 協力隊派遣開始

89 IRCプロジェクト延長
開始

91 IRC延長プロジェクト
終了

92 長期専門家派遣開始

97 シニアボランティア2
名派遣

97 JOCV「養護会」結成
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第４章　ＪＩＣＡの協力実績の評価

４－１　プロ技案件・無償案件：「労災リハビリテーションセンター：ＩＲＣ」

（1）評価５項目による評価

ＪＩＣＡが 1983年度から 1991年度まで協力してきたプロ技案件・無償案件「労災リハビリ

テーションセンター（Industrial Rehabilitation Center：以下、ＩＲＣ）」（１－５参照）に

関して、ＪＰＣＭ手法による事後評価を行った。

ＪＰＣＭ手法とは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（以下、ＰＤＭ）を作成し、プ

ロジェクトの実施・運営管理を行うとともに、ＰＤＭに基づき「評価５項目」の観点からプロ

ジェクトのモニタリング、終了時評価及び事後評価を行うものである。評価５項目の概説を

以下に示す。

1） 効率性：プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握し、協力内容、方

法、協力期間、投入のタイミング、費用の適切度、他ドナーとの連携などを検討する。

2） 目標達成度：当初計画された、あるいは協力途中で修正されたプロジェクト目標の達成

状況、あるいは今後の達成の見込みを検討する。

3） 効果（インパクト）：プロジェクトが実施されることにより生じる直接的、間接的なプラ

ス及びマイナスの影響を検討する。これには、計画当初には予想されなかった影響をも含

む。

4） 妥当性：相手国側のニーズに照らし、評価時においてもプロジェクトの目標が有効であ

るか否かを検討する。

5） 自立発展性：プロジェクトによってもたらされた成果や開発効果が、ＪＩＣＡの協力が

終了したあとも持続される可能性があるかどうかについて、相手国側実施機関の運営管理

面、財務面、技術面、その他の社会的諸側面から検討する。

参考表　評価５項目とＰＤＭとの関連

1）効率性 2）目標達成度 3）効果 4）妥当性 5）自立発展性

上位目標

プロジェクト目標

成果

投入

ＩＲＣ案件については、その実施時期にＪＰＣＭはまだ開発されていなかったためにＰＤＭ
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が作成されていない。したがって、本評価に先立ち、評価用ＰＤＭ（ＰＤＭｅ）を作成した（巻

末資料参照）。ＰＤＭによるプロジェクトの要約（上位目標、プロジェクト目標、成果及び活

動）を以下に示す。

・上位目標：

タイにおける障害者の社会参加が促進される。

・プロジェクト目標：

ＩＲＣの訓練修了生が就業できるようになる。

・成果：

１．訓練に必要な施設・資機材が整備される。

２．訓練指導員が養成される。

３．訓練カリキュラム・教材が整備される。

４．運営組織が整備される。

５．訓練修了生への就業支援が行われる。

・活動：

１－１ ＩＲＣの施設を建設する。

１－２ 訓練用の資機材を調達し、据え付け・調整を行う。

２－１ 専門家を派遣し、必要な技術移転を行う。

２－２ 日本においてカウンターパート研修を行う。

３－１ 訓練カリキュラムを作成する。

３－２ 訓練カリキュラムに合った教材を選定又は作成する。

４－１ 人員配置計画その他ＩＲＣの運営に必要な諸計画・規程を作成する。

４－２ 訓練生の募集・選考体制を整備する。

５－１ 雇用情報を収集し、訓練生に提供する。

５－２ 独立開業のための各種支援を行う。

（2）評価結果

ＪＰＣＭによる評価結果は、表４－１のとおりである。なお、この根拠となる詳細データ

については、巻末資料を参照されたい。

（3）評価結果の総括

ＪＰＣＭによる評価に加えて、企業等のＩＲＣに対する評価、タイ社会全体の状況などを

勘案した本調査団のＩＲＣに対する評価結果の総括は、以下のとおりである。

1） 労災被災者のための職業リハビリテーション分野のパイオニアとして、国の障害者就
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表４－１　ＩＲＣ評価のまとめ

評価５項目 評価結果 根　　拠

効率性 高い ・教材・機材の整備は協力計画どおりに進んだ。

・コースカリキュラムが整備され、ほぼ順調に実施されている。

・供与施設・機材の内容及びレベルは特に問題がない。

目標達成度 当初の目標は ・1995～1998年の４年間で、新規入所718名、就職者総数699名。

達成された ・同上期間で、訓練生数は常時180名程度。

・同上期間で、就職率は95％と非常に高い。職業斡旋も求職者の88％に行われて

いる。

効果 高い正のインパ ・タイ初の労災リハビリ施設として高い実績をあげている。

（インパクト） クトがみられる ・本センターの設立を踏まえ、同様の施設を全国に４箇所新設する予定がある。

・障害者関連教育機関から多数の実習生を受入れ、海外からの視察もある（特にピ

アカウンセリング等のメンタルケアは評価が高い）。

妥当性 普通 ・当初計画では医療リハが必要な者は入所者の１割と想定していたが、実際は全

員に必要であり、医療リハ機能が恒久的に不足している。なお、労災者の社会

復帰へのメンタルケアは協力に含まれていないが、ニーズが高いことから、そ

の機能は近年タイ側の努力によって試験的ではあるが、付加されている。

・訓練メニューは徐々に修正されているが、社会の急激な変化（産業の変化や、そ

れに伴う求人職種の変化）に対応できていない部分がある。しかし総合的には修

了生のプログラムに対する満足度は非常に高い。

自立発展性 高い ・協力で整備された施設・機材・教材は、よく活用されている。

・政府予算が増加してきている。

・職員の確保及び育成が進んでいる（カウンターパートの定着、研修後の意識の向

上等）。

・自主的な発展がある。

・プログラムの変化（訓練生の意向によるプログラムの新設等）。

・ノンフォーマル教育の開始。

・スポーツジムの創設。

・課外活動（誕生日会、クラブ活動）の開始。

・非公式で小規模であるが、修了生のアフターケアや家族のケアが実施されて

いる。

結論 当初の目標は達成され、自立発展もしてきている。またこのような施設のパイオニアとして社会的

に果たした役割は大きい。

他方で、訓練メニューにおいては、社会の急激な変化に対応しきれていない。また医療リハの必要

規模においては計画立案時に誤算があった。

提言 ハード面はほぼ整備が進んでおり、今後は障害者の視点に立ったサービスの提供と運営方法の確立

が求められる。同様の観点から、訓練修了後のアフターケア制度の導入が課題である。

また、社会の急激な変化に対応した訓練メニューの開発を行えるように職員の能力育成が必要であ

る。さらに、一機関内だけでプログラム開発を行うことには限界があるため、他の機関との提携、特

に柔軟な運営を実践しているＮＧＯとの連携等も考慮すべきである。

教訓 労災障害者の職業リハはあくまで医療リハを終えたものを対象にするものであることから、障害者

の職業訓練施設の建設を考える場合、協力相手国の医療リハの体制を勘案することが重要である。

社会の変化はなかなか予想がつかないものではあるが、援助国の特性を考慮しつつも、先進国のこ

れまでの変化を参考にするなどの方法で、長期的な観点からプロジェクトの計画を立案することも必

要である。
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業政策の中核を担っている。

2） 多くの訓練生を社会復帰させており、同センターのサービスに対する訓練修了生の満

足度は高い。

3） 政府機関のなかでは、所長以下、職員の技術は高く、日本側の技術移転の成果を活か

している。

4） 他の機関への波及効果、自立発展性ともに高い。

5） 国内外から多くの視察団や実習生を受け入れており、日本から移転された技術が、広

く国内及びアジア諸国に移転されている。

（4）今後の課題

ＩＲＣの今後の課題とその改善案は、以下のとおりである。

1） 障害当時者のニーズを反映させる体制を構築

障害当事者のニーズを直接ＩＲＣ活動メニューに反映させるために、障害当事者を積

極的に事業決定・運営に参加させる体制を構築していくことが必要である。例えば、意

思決定機関（運営委員会など）への修了生や訓練生の代表の参加や、障害のある職員

の増員などが考えられる。

2） 訓練メニューの開発体制

訓練生自身のニーズや産業界のニーズにフレキシブルに対応できるように、訓練メ

ニューの定期的な見直しを徹底することが必要である。そのためには、職員の能力育成

や他機関との連携が必要である。

3） 訓練修了生に対するフォローアップ体制の確立

ＩＲＣでの訓練修了後のフォローアップ･サービスを行う体制を確立し、退所後も何ら

かのサポートを受けられるような体制が必要である。例えば、ＩＲＣが定期的に新しい

職業技術や就職に関する情報を提供したり、同窓会を結成し、修了生同士が精神的

に支え合えるような仕組みを作るなどの対応が考えられる。フォローアップ･サービスを

行うことにより、訓練修了生からのフィードバックが得られ、さらに彼らの体験に基づ

く産業界のニーズなどを収集することも可能になる。

4） ＮＧＯを含めた他の障害者施設との連携

他の障害者施設と連携して訓練生の相互交換、情報交換、新技術の交換、施設の相互

利用などを促進することにより、ＩＲＣにおけるサービスがさらに重層的になる。例え
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ば、現在既に行われているＩＲＣにおけるメンタルケアのノウハウを他施設へ提供する

ことや、逆に類似施設が行っている新しい訓練メニューを取り入れたりすることにより、

相互の施設のサービス向上が促進される。また、他施設へ訓練生を派遣したり、企業に

おけるインターンシップの受入れが可能になれば、現在のＩＲＣの施設・機材では限界

がある多彩な職業訓練や産業界の最新の技術を習得することも可能となる。さらに、他

施設や在宅でリハビリテーションを行っている障害者を通所訓練生として受け入れる

ことができれば、現在の入所定員以上のサービスを裨益することができる。加えて、意

見交換会においてＩＲＣの訓練修了生から要望があったように、訓練中に並行して外部

の教育機関へ進学できるような柔軟な態勢も今後は求められるであろう。

４－２　協力隊案件（シニアボランティアを含む）

1999 年８月までに、障害者支援分野で派遣された協力隊員は 17名（うち派遣中９名）であり、

シニアボランティアは２名である。本評価では、これらのうち既に帰国した者 1 0 名の活動に

係る評価を行った。

障害者支援分野の協力隊員及びシニアボランティアの活動状況、問題点・課題、効果的な活動

に向けての改善点について把握するため、帰国した協力隊員及びシニアボランティアのタイでの

受入機関に対して郵送によるアンケート調査を実施するとともに、派遣中の協力隊員との意見交

換会を現地調査時に実施した。

（1）受入機関に対するアンケート調査結果

評価対象となる協力隊員及びシニアボランティアは 10 名で、その受入機関は 9 機関であ

り、全機関からアンケート調査の回答を得た注36。主な調査結果は以下のとおりである。詳細

な結果は巻末資料を参照されたい。

1） 技術力・タイ語力・教え方・コミュニケーション（表４－２）

協力隊員・シニアボランティアの「技術力」、「タイ語力」、「教え方」、「同僚との日常のコ

ミュニケーション」に関しては、「タイ語力」に関してはやや評価が低いものの、総じて受

入機関から高い評価が得られている。

注36 調査の方法は、ＪＩＣＡタイ事務所からファックスで各機関に送付され、ファックス又は郵便でＪＩＣＡタイ事務所に返送さ
れた。
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表４－２　協力隊員の評価 （名）

良かった まあまあ 普通 あまり 悪かった 計良かった 良くなかった

技術力 3 4 3 0 0 10

タイ語力 2 3 3 2 0 10

教え方 4 3 3 0 0 10

同僚との日常の
コミュニケーション

5 3 1 1 0 10

2） 障害者とのかかわり

協力隊員・シニアボランティアの活動時における障害者との直接的なかかわりについて

は、全員があったという回答で、直接処遇の現場で活動していたことが分かる。その具体

的活動としては、「障害者への訓練等の提供」が９名、その他「休日などに一緒に出かける」、

「障害者の家庭訪問」が各２名であり、職場内だけにとどまらず、障害者とより積極的な

交流を図っている者がいることが浮かび上がった。

調査団が訪問した公的施設において、協力隊員が限られた施設・備品のなかで様々に工

夫して障害児のための遊びを開発し、これまで何事にも無関心だった障害児が関心を示す

ような変化が見られたり、そのような隊員の姿勢に刺激されて、他の職員のなかにもより

積極的に障害児とかかわる者が増えたという報告を受けた注37。

3） 機材供与

機材供与については、10名中９名が行っており、技術協力と機材供与を組み合わせた協

力が行われている。特にシリントン・リハビリテーションセンターでは、シニアボランティ

アの努力により、草の根無償による体育館の建設が実現している。

4） 総合評価

協力隊員・シニアボランティアの活動に対する受入機関の総合的な満足度については、

「満足している」が６名、「まあまあ満足している」が１名、残り３名は「普通」である。

不満と評価された者は無く、全体に協力隊員・シニアボランティアの活動が肯定的に評価

されていることが分かる。

注37 パクレッド障害児ホーム・Kannikor Yuprapat所長の派遣中の佐藤紀子隊員に関する評価「佐藤隊員は日本や世界の国々の紹介
や活動日程などを掲示板に張り出して障害児たちの関心を引く工夫をしている。また、スポーツリハビリテーションの一環とし
て週６日計50名くらいをプールに引率し水泳指導を開始し、子供たちに歓迎されている。さらに、佐藤隊員の提案で、以前宿舎
として使っていた空き教室（100平方メートル位）をプレイルームに転用し、彼女の自由なアイディアで活動してもらっている。ま
だ試行段階であるが、例えばビニール袋に新聞紙を詰めて天井からぶら下げただけの単純な道具で子供たちが無心に遊ぶ様子が
見受けられる。同隊員が来たおかげでスタッフと子供たちとの間でコミュニケーションがよくなり、さらに施設全体の活動が活
性化したと思う。」
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（2）派遣中の協力隊員との意見交換会

派遣中の協力隊員との意見交換会により明らかになった、タイの障害者支援の現状と活動

を行ううえでの問題点を、以下に整理する。

1） タイの障害者支援の現状

政府の障害者支援施策において、医療費、補装具、教育の無料化など制度は整備されつ

つあるが、実際には利用できない場合が多いのが実態である。その理由としては、政府の

広報が不十分なことから障害者が制度の存在自体を知らない、政府の予算枠を超えると

サービスが打ち切られる、補装具の配布を受けてもメンテナンスが受けられないためすぐ

使用できなくなる、学校など公的施設内の構造的な障壁が多く利用できないなどがあげら

れた。また、特に地方に居住している障害者への支援が遅れているとの強い指摘があっ

た。

公的施設に派遣されている協力隊員からは、タイと日本の障害者支援の内容、レベル、

職員の障害者に対する理解、職務に対する意識が大きくかけ離れているため、協力隊員

が技術移転を行うとしても、受け入れられないことがある点も指摘された。

2） 活動を行ううえでの問題点

① 要請と派遣隊員の不一致

協力隊員は相手国の要請に基づいて募集され、応募者の中から選出されるという一連

のプロセスによって派遣されるため、必ずしも希望する派遣国や自分の専門分野と合致

しないケースがある。このため、協力隊員側においては慣れない分野での戸惑いがあり、

一方、受入機関側では要望した専門職が派遣されなかった困惑などが生じている。

② 派遣前･後の情報不足

前任者がいない場合は、派遣前に配属先について得られる情報はほとんどなく、着任

するまでに十分な準備ができないという指摘があった。タイと日本では技術レベル、機

材、勤務態度、文化等に違いがあり、それらに関する全般的な事前情報も不足している。

また、着任後、活動に必要な情報を現地ＪＩＣＡ事務所に要請しても入手できるまでに

日数がかかり、文化理解に対する情報を得たくとも情報源にアクセスする手段も分から

ないなど、手探りの状態に陥ることが多いという報告があった。そのため、タイの障

害者支援分野に派遣されている協力隊員によって 1995 年度から「養護会」が結成され、

月１回程度の勉強会、関係施設見学会などを実施している。参加している隊員からは、障

害者支援分野に関する情報交換や活動を行ううえでの悩みなど相談するうえで、極めて

有益との意見が多く上げられていた。
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③ 配属先に対する趣旨説明の徹底

現在、協力隊員の派遣時にはＪＩＣＡ事務所、ＤＴＥＣ（タイ首相府技術経済協力局：

Department of Technical Economic Cooperation）、配属機関の三者が集まりハンドオー

バーセレモニーを行い隊員の紹介や活動の説明などを行っているが、それでも協力隊員

の役割を十分理解していない派遣先があるという報告があった。要請してから着任まで

に１年以上のタイムラグがあり、要請機関側で要請趣旨を知る者がいなくなるなどの原

因があげられた。また組織の上層部は彼らの役割を理解していても同僚の職員レベルで

は理解が足りないという指摘もあった。

（3）評価結果の総括と今後の課題

以上の２つの調査結果に基づいた協力隊案件に対する評価結果の総括と今後の課題は以下

のとおりである。

1） 評価結果の総括

協力隊員は高い志を持ち、派遣先に適合する努力を行いながら、熱心に活動し、受入機

関も協力隊員の活動にほぼ満足していることが判明した。また、視察した施設では、施設・

備品が整っていないなかで、様々な工夫をしながら、協力隊員がロールモデルとなり、受

入機関の職員の障害者に対する意識やモラルの向上に貢献している状況もうかがえた。さ

らに、協力隊員は自主的な「養護会」での活動を通じて、隊員相互で支え合う仕組みを構築

している。

2） 今後の課題

① 要請と派遣隊員の調整に係る課題

派遣国や配属先に関し、協力隊員の希望と実際が異なるケースがあり、そのため配属

先、協力隊員双方に不満が発生することが指摘された。その対応策として、今後は、隊

員応募者に派遣国、職種、配属先などの希望項目にプライオリティーを付けさせ、協力

隊事務局で行う配属先の検討の際にそのプライオリティーを考慮するのも一案である。

② 派遣前・派遣中の情報提供の強化

任国、活動分野、配属先等に係る情報収集及び既にＪＩＣＡ内に蓄積された関連情報

の整理を強化することが大きな課題である。派遣前に、派遣先の前任者や任国で同様の

職種に派遣された元隊員との面談の機会を制度として設けるのも有効である。それに加

えて、ＪＩＣＡ事務所においてローカルスタッフをさらに活用し、任国、活動分野、配

属先などに係る情報収集・整理・提供機能の強化を図る必要がある。その際、研修案件
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から得られるカントリーレポート等の情報もプールし、活用できる体制を築くべきであ

る。

③ ＪＩＣＡと隊員と配属先とによる理解の共有

協力隊員の派遣時におけるハンドオーバーセレモニーの制度をさらに強化するととも

に、派遣後のモニター体制の充実も検討すべきであろう。

④ 任国での隊員間のネットワーク発展への援助

協力隊員がより有益な活動を行えるようなネットワーク環境の整備も検討されるべき

である。現在タイでは互助組織「養護会」がインフォーマルな組織としてその役割を果た

しているが、これをさらに発展させ、専門家などとも連携しながら、ネットワークの構

築へ向けて援助することが必要である。例えば、地方にいる隊員でも容易にネットワー

クに参加できるよう、交通費の補助やインターネットによる情報交換のための資金援助

などが考えられる。

⑤ 隊員の更なる自助努力

アンケート結果及び派遣中の協力隊員との面談から、タイ語力不足によるコミュニ

ケーションの問題が浮かび上がった。派遣前後の語学研修をさらに強化することに加え

て、本人の継続した語学習得への努力も必要である。さらに、受入機関の不理解や同僚

の意識の低さについては、タイ社会を理解する努力を継続し、自分からも積極的に周り

に働きかけ、根気強く説明し、理解を得る努力を行うことが必要である。

４－３　研修案件

1985年～ 1999年度の期間に、障害者支援分野において日本国内で実施された研修にタイから参

加した研修員延べ77名に対してアンケート調査を実施し、さらに、そのうちの20名に対してイン

タビュー調査を実施した。

（1）帰国研修員に対するアンケート結果

帰国研修員延べ 77名（うち４名は２回参加、実質73名）にアンケート調査を行い、61名（回

収率 84％）から回答を得た。主な調査結果は以下のとおりである。詳細な結果は巻末資料を

参照されたい。

研修プログラム全般については５段階評価で「大変良かった」又は「良かった」とする人がほ

とんどである。特に「施設見学」と「宿泊施設」について評価が高かった（表４－３）。
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表４－３　研修プログラムについて（５段階評価） （％）

大変良かった 良かった 普通 悪かった 大変悪かった 無回答

講義内容 29.5 54.1 6.6 1.6 0.0 8.2

講師の質 24.6 57.4 9.8 0.0 0.0 8.2

教材 23.0 44.3 23.0 1.6 0.0 8.2

施設見学 52.5 36.1 6.6 1.6 1.6 3.3

実習・演習 24.6 52.5 14.8 0.0 0.0 8.2

研修施設 37.7 50.8 4.9 0.0 0.0 6.6

宿泊施設 49.2 37.7 9.8 0.0 0.0 3.3

研修旅行 29.5 41.0 16.4 3.3 1.6 8.2

他の研修生との交流 31.1 44.3 11.5 1.6 1.6 9.8

日本の関係者との交流 31.1 44.3 11.5 3.3 0.0 9.8

ホームスティ 29.5 24.6 13.1 1.6 3.3 27.9

日本文化の見聞 23.0 50.8 18.0 0.0 0.0 8.2

研修で得た技術の活用については、８割以上の人が何らかの活用をしていると答えている。

活用をしていない理由としては、「機材備品の不足」、「予算不足」などをあげる人が多く、研

修内容と同様のことをタイで実施するときに機材や予算不足がネックとなっている実態が浮

かび上がった。また、応募の資格要件が明確でないことから、必ずしも自分の職務内容と合

致しておらず「研修内容と職務の関連がなく活用できない」という人も比較的多く、これは後

述のインタビューでも指摘されている。

研修技術や知識の移転では、「職場内での報告会」（約９割）、「同僚への指導」（約８割）はほ

とんどの人が行っており、さらに「報告書の作成」も約６割の人が行っており、積極的に移転

が行われているといえる（表４－４）。

表４－４　研修技術の移転や知識の普及

（複数回答、％）

割　合

職場で報告会を開いた 88.5

同僚に直接指導 80.3

報告書をまとめた 57.4

広く一般の人を対象にセミナーを開催した 27.9

専門家を対象にワークショップを開いた 11.5

その他 42.6

特に何もしていない 9.8
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研修プログラムの改善点としては、「もっと多くの人に研修の機会を」が６割以上で最も多

く、また「関連施設の見学を多くする」（約５割）、「技術の実習を多くする」（約５割）など講義

よりも体験的なカリキュラムを望む声が多く、これはインタビューでも高い要望としてあ

がっていた。さらに帰国後のフォローアップとして、「最新情報の定期的な提供」（約６割）や

「フォローアップ研修の実施」（約５割）などについて多くの帰国研修員が望んでいる（表４－

５）。

表４－５　研修プログラムの改善点

（複数回答、％）

割　合

もっと多くの人が研修の機会を得られるよう広く募集情報を流す 62.3

研修後も最新の情報を定期的に得られるようにする 60.7

関連施設の視察をもっと多くする 54.1

技術の実習をもっと多くする 54.1

帰国後もタイでフォローアップの研修を行う 50.8

研修期間をもっと長くする 41.0

研修内容について事前にもっと詳しい情報を伝える 39.3

研修者の選考をもっと早くする 27.9

講師又は通訳の語学力を向上させる 23.0

教材を充実させる 21.3

教室での座学の時間をもっと多くする 14.8

交通手段、通学の利便性をもっと向上させる 13.1

研修時期を変える 11.5

各研修施設（宿泊施設、研修所）を障害者にもっと使いやすく 11.5

食事、宿泊施設のサービスをもっと向上させる 9.8

その他 29.5

（2）帰国研修員との意見交換会

さらに研修の成果等を詳しく把握するために、帰国研修員 20名（障害者８名、非障害者 12

名）との意見交換を実施し、主にＪＩＣＡ研修に係る「成果」「成果の移転」及び「改善点」につ

いて、意見を聴取した。

帰国研修員の意見は、研修員が障害者か非障害者かによって異なる部分が多かったため、

表４－６において障害者・非障害者別にその結果をまとめて示した。以下に、障害者及び非

障害者に共通する特徴、非障害者／障害者別の特徴の主な点を紹介する。また詳細について

は、巻末資料も参照されたい。
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表４－６　帰国研修員による研修の評価（非障害者・障害者別）

◎は非障害者と障害者に共通する項目

評　　価
対　象　別

非障害者 障　害　者

最も大きな研修成

果

研修成果の移転

改善点

◎障害者をとりまく制度、環境の充実を知ることがで

きたこと。特に、社会の障害者に対する意識、障害

者自身の意識の高さにエンパワーメントされた。

◎障害者の経済的自立、社会参加が実現していること

に、強い感銘を受けた。

＜障害者の研修員が、タイの障害者に対してエンパ

ワーメントしている＞

◎所属施設・団体内での報告

・他団体への啓もう活動

・マスメディアでの伝達（ラジオ、出版）

・セミナー開催

・日本の障害者団体との連携に発展（タイろう者協会

と全日本ろうあ連盟）

・障害別のカリキュラムの方が効果的な場合もある

◎現場での実習や現場職員との交流の機会を

・日本の障害者との意見交換の機会を増やしてほし

い。

・高価な機材や備品がなくてもできる技術や訓練を教

えてほしい。

◎教材はすべて英語又はタイ語に訳してほしい。

・特に視覚障害者への点訳・拡大鏡、ろう者へのフ

ロッピー教材の提供などの配慮が必要。

・手話通訳の質の向上を

◎できれば教材配布は講義の前に渡してほしい。

◎スケジュールに余裕を持ち、研修中に復習、消化す

る時間を設けてほしい。

◎できるだけ多くの障害者が参加できるよう国内での

研修機会を設けてほしい。

・研修で得た知識をほかの人に移転をする場が少ない

ので、ＪＩＣＡで場の設定をしてほしい。

◎障害者をとりまく制度、環境の充実を知ることがで

きたこと。特に、職員の意識の高さや訓練技術の高

さに感銘を受け、触発されたこと。

◎障害者の経済的自立、社会参加が実現していること

に、強い感銘を受けた。

＜研修成果を何らかの形で移転している＞

◎所属施設・団体内での報告

・所属施設のプログラム改革に寄与

・他施設での講演、セミナー開催等

①研修コース設定

・集団→国別特設→個別の順に満足度が高くなる。

・実務部門職員と管理部門職員でコースを分けること

が望ましい。

・ＤＴＥＣによる選定では必ずしも研修内容に適切な

人が選ばれていない。

②研修内容

・自分の職務にマッチした研修を望む。

◎現場での実習や現場職員との交流の機会をもっと増

やしてほしい。

・視察・見学機関の見学・説明内容の事前調整（ダブら

ないように）

・公的機関とＮＧＯ両方の見学をしたい。

③コミュニケーションツールの拡充

◎教材はすべて英語又はタイ語に訳してほしい。

◎できれば教材配布は講義の前に渡してほしい。

④帰国後のフォローアップ

・帰国研修員のネットワーク構築のための支援をして

ほしい。

・継続的な最新情報の提供をしてほしい。

⑤その他

◎スケジュールに余裕を持ち、研修中に復習、消化す

る時間を設けてほしい。

◎できるだけ多くの関係者が参加できるよう国内での

研修機会を設けてほしい。
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1） 障害者及び非障害者に共通する特徴

障害者及び非障害者に共通する特徴として、「最も大きな研修成果」については、障害者

をとりまく制度、環境の充実、障害者自身の意識の高さと障害者が社会参加を実現してい

ることを目の当たりにして、大きな意識改革が行われた点である。「研修成果の移転」につ

いては、所属施設・団体内で何らかの技術移転を行っているといえる。研修に対する「改善

点」については、研修内容に関して、現場での実習や現場の職員との交流の機会を増やして

ほしいという要望や、教材はすべて英語かタイ語に訳し、講義の前に配布してほしい、ス

ケジュールに余裕を持ち研修中に復習する時間がほしい、できるだけ多くの障害者及び障

害者支援関係者が参加できるように現地国内研修を実施してほしい等の意見が多かった。

2） 非障害者に特徴的な点

非障害者に特徴的な点としては、「最も大きな研修成果」のなかで、障害者支援の現場で

の職員の意識の高さと高い技術があげられた。また「改善点」として、研修コース設定

で、実務部門職員と管理部門職員のコースを分けることが望ましい、ＤＴＥＣによる選定

では必ずしも研修内容に適切な人が選ばれていないなどの点が指摘された。研修内容につ

いては、自分の職務に合った内容を求める声、公的機関とＮＧＯ両方を見学したいという

声が多かった。帰国後のフォローアップに関しては、帰国研修員のネットワーク構築のた

めの支援や継続的な最新情報の提供があげられた。

3） 障害者に特徴的な点

障害者に特徴的な点は、「最も大きな研修成果」のなかでは、日本の障害者との交流を通

して、大きくエンパワーメントされた点である。また「研修成果の移転」のなかでは、タイ

と日本の障害者団体との連携に発展した例が特徴的である。「改善点」では、研修コース設

定に関して、障害別のカリキュラムの方が効果的である場合もあるので、１つのコース内

を一部、障害者と非障害者に分けるなどキメ細かいカリキュラムを作成してほしいという

指摘、研修内容に関して、日本の障害者との交流の機会をほしいという点、高価な機材や

備品がなくてもできる技術や訓練を教えてほしいという点、コミュニケーションツールの

拡充に関して、視覚障害者やろう者に対する教材・補助機器の整備への強い要望が強い。そ

のほかでは、研修で得た技術を移転する機会が少ないことから、ＪＩＣＡで移転の機会を

設けてほしいなどがあげられた。



- 65 -

（3）評価結果と今後の課題

以上の２つの調査結果に基づいた研修員案件の評価結果の総括と今後の課題は以下のとお

りである。

1） 評価結果の総括

帰国研修員の研修に対する満足度は概して高く、研修成果の活用度及び周辺への普及度

は高いといえる。その背景には、タイにおいて障害者支援分野では、まだ人材が不足して

おり、一方で人材育成機会が限られていることが考えられる。また障害者支援分野の新し

い技術や情報に対する需要も非常に高いことが分かった。

2） 今後の課題

① きめ細かいコース設定

研修員が研修からより高い成果を得るためには、研修員の特性（障害者と非障害者別、

実務部門職員と管理部門職員別など）に合ったコースへの参加が重要である。そのために

は、募集時に資格要件をより明確に記載するなどの措置が必要である。

また、研修員の研修に対する満足度は、概して集団よりも国別特設、さらに個別の順

に高く、また非障害者・障害者混合型よりも障害者と非障害者を分けた方が高い。ま

た障害別に分けたコースの方が障害混合型よりも高い。しかしながら、混合型にするこ

とにより非障害者が障害者に対する認識を深めたり、障害の種類の異なる障害者同士が

他の障害者への認識を深めるという利点がある。さらに、昨今日本ではリハビリテー

ションにおいて１つの領域の専門家だけではなく、より多様な分野の専門家によるグ

ループアプローチが注目されている。そこで、これら種々の視点を取り入れた複合型の

メニュー、例えば１つのコースのなかでも講義は障害者と非障害者の混同型、実技は障

害別、事例研究は多分野の専門家と合同で行う等の組み合わせを工夫するなど、キメ細

かいコース設定が求められている。

② 実践的な研修内容

現在の研修内容に関しては、現場の実践にすぐ役立つ実習や施設見学を望む声が多

かった。そのためには定期的にニーズを把握して、研修内容の見直しを行うべきである。

また、最新機材や予算を必要とするものは帰国後活用できない場合が多いため、タイな

どの開発途上国で実際に活用できるような技術を中心に研修するなどの配慮も必要であ

る。
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③ フォローアップ体制の整備

タイ国内では障害者支援分野の世界の最新情報は不足がちであるため、研修後も最新

情報の提供や国内研修会の開催などを望む声が多かった。そのために現地国内研修の拡

充や、継続した最新情報の提供など、帰国研修員のフォローアップ体制の整備が課題で

ある。

④ ＪＩＣＡ内での障害関係研修のコーディネーション

現在ＪＩＣＡ内では各種の障害関係の事業が行われているが、４－２の協力隊員のと

ころでも言及したように、協力隊員とその他の技術支援プログラム、各種研修コース間

においてほとんど連携がなく別個に運営されている。これらがうまくコーディネーショ

ンされれば、ＪＩＣＡ内の情報のプールと共有化が実現できる。研修員の要望を整理し、

タイ内における優先順位の高い分野を把握し、タイ側の資金、機材状況を理解するため

には、研修員ばかりでなくタイ派遣専門家、協力隊員、各種評価案件からの情報をプー

ルし、いつでも活用できる体制を整備し、情報や資源を共有化することが待たれる。

４－４　総合評価

ＪＩＣＡによる、タイにおける障害者支援分野の協力は、1983年度の労災リハビリテーション

センター（ＩＲＣ）におけるプロ技・無償資金協力に始まる（表３－５参照）。この時期はタイ社会

において障害者への認識は極めて低く、政府の障害者支援サービスはほとんどなかったといえる。

そういう黎明期において、ＪＩＣＡによって障害者の職業リハビリテーションの本格的施設が設

置された功績は極めて大きい。その後、1991年の障害者リハビリテーション法の制定や 1993年か

ら始まった「アジア太平洋障害者の10年」を契機に、タイ社会における障害者への認識が高まるに

つれ、職業リハビリテーションの概念の普及と技術開発に関して、ＩＲＣは貢献してきた。特

に、タイ国内の需要に対応する形で自立発展をとげてきた実績は、協力の妥当性を実証している。

また、第２章の障害者に対するアンケート結果によれば、障害者が最も望んでいるのは「経済的自

立」であり、労災者の職業・社会復帰訓練への支援を通じて、この課題にいち速く取り組んだ功績

は大きい。

また1990年代初頭から、同国における障害者リハビリテーションが普及したのに呼応して、同

分野における人材育成の需要は極めて大きくなってきた。ＪＩＣＡはこの時期から、本格的にタ

イ側の行政官、施設職員及び障害当事者を研修員として受け入れ、障害者支援分野の先駆的な

リーダー育成と先端技術・制度の紹介に貢献してきた。さらに、タイ国内の障害者施設に協力

隊員及びシニアボランティアを派遣し、施設職員へ技術移転を行うだけではなく、障害者に対す

る理解やモラルの向上に果たしてきた役割も大きい。
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以上のように、ＪＩＣＡが行ってきた各スキームによる障害者支援は、教育、医療、職業及び

社会の各リハビリテーションの分野に及び、障害者の社会への完全参加と平等を実現するための

基盤整備に大きく貢献してきたといえる。

BOXⅢ　求められる日本政府とＮＧＯの協力体制

タイの障害者の完全参加と平等を達成する
ために、日本政府は日本にある障害者関係
ＮＧＯ（非政府組織）とパートナーシップをと
り協力体制を形成する。タイの障害者に対し
リーダーシップトレーニングを、本邦研修、現
地国内研修などによって援助する。日本の「障
害者自立生活ＮＧＯ」等の協力を得て、タイの
障害者をエンパワーメントしていく。さらに、
タイ地域社会に対し、啓発運動、環境整備の支
援を通して、タイにおける自立生活運動、地域
に根ざしたリハビリテーション（ＣＢＲ）を推
進していく。
同時に、タイのリハビリテーション専門家
に対して、技術訓練を援助、必要に応じてそ
れら施設建物、設備等を提供していく。これに
よって、タイ政府の機会均等化施策を支援・推
進する。
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第５章　今後のＪＩＣＡの協力への教訓

５－１　協力の方向性

第２章の「障害者の現状」及び第３章の「障害者対策の現状」で以下の３点が確認された。

（1）タイ政府は国際的潮流にあわせ、障害者の社会への完全参加と平等の実現に向けて障害

者支援の体制を整備しつつある。

（2）障害者の社会への完全参加と平等の実現のためには、政府だけでなく、障害当事者団体、

ＮＧＯの活動が重要であり、また、社会全体を巻き込んでいくことが不可欠である。

（3）中央レベルでは支援に係る基本的な人材・施設・財源もある程度確保されている。

したがって、今後のＪＩＣＡの協力方針としては、遅れている地方の障害者への支援拡大を中

心に置きつつ、第３章の３－４に述べたタイ政府の政策の実現に向けて、政府のみならず、障害

当事者団体、ＮＧＯと連携して協力を行うべきである。

また、タイは社会・経済的にインドシナの中心国であり、周辺諸国に対して大きな影響力をもっ

ており、また、障害者支援分野でも周辺諸国より先んじている。よって、今後、インドシナ引い

てはアジア・太平洋地域に係る障害者支援の協力を行ううえで「タイを核とした周辺国への障害者

支援」は協力を効率・効果的に行ううえで重要なフレームワークであり、また、同フレームワーク

に沿って協力案件の形成・実施を行うにあたっては、同地域の障害者支援に関する蓄積のあるＥＳ

ＣＡＰ及びＮＧＯとの連携が極めて有益である。

５－２　案件形成・実施に係る横断的教訓

スキーム別の案件形成・実施に係る教訓・提言は第４章において「今後の課題」として述べたと

ころであるが、案件形成・実施に係る横断的な教訓は以下のとおりである。

（1）協力への障害者の積極的参加及び参加に向けての環境整備

障害はそれ自体が専門性であり、障害者のニーズは障害者が最も良く知っている。また、活

躍する障害者がロールモデルとなり他の障害者を啓発する効果は極めて大きい。事実、障害

者が活動計画・実施に参加しているＮＧＯは障害者のニーズにあった協力を効率的に実施し

ており、活動提供者・受益者ともに積極的である。よって、障害者のニーズにあった協力を

効率的に実施するため、ＪＩＣＡの協力においても、案件形成、実施・モニタリング、評価

等のプロジェクトサイクルの全過程に日・タイの障害者の積極的参加を図る必要があり、ま

た、障害者が参加しやすい環境を検討し、整備することが重要である。

なお、協力への障害者の積極的参加、障害者の参加に向けた環境整備を図るうえでは、日・

タイの障害当事者団体と連携することが効果的である。
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（2）協力における障害者への配慮

障害者の社会への完全参加と平等の実現のためには、社会・経済活動の多方面において住

民である障害者のアクセスへの配慮が盛り込まれる必要があることから、ＪＩＣＡの協力に

おいてもインフラ・施設整備にかかわる開発調査・無償資金協力を中心に障害にかかわる配

慮を検討し実施する必要がある（ＥＳＣＡＰではＪＩＣＡ専門家の協力によりインフラ・環境

整備に係わるノンハンディキャップガイドラインを作成済みである）。

（3）ＮＧＯとの連携

ＪＩＣＡは多くの援助課題に対応していることから、今後、障害者支援分野の年間の協力

量が従来と比較して拡大することは必ずしも期待できず、現状の協力量をいかに効果的に活

用するかが重要な課題となる。一方、既に述べたとおりタイには障害者のニーズにあった

サービスを効率的に提供している多数の優良なＮＧＯが存在する。

ＪＩＣＡが行っているのは政府間の技術協力であり、協力のカウンターパート機関は原則

的に政府機関であるが、上記のとおり、現状の協力量をいかに効果的に活用するかが重要な

課題となっていることから、可能な限り優良なＮＧＯと連携を図り、そのノウハウを活用す

べきである。特に協力隊、シニアボランティアなどの単発の協力スキームは協力の受入体制

（活用体制）の整備状況によって協力効果の発現度合いが大きく異なることから、優良なＮＧ

Ｏから派遣の要請があれば積極的に対応すべきである。

５－３　プロジェクト素案

５－１の協力の方向性の下に、５－２の教訓を考慮し、以下の２つのプロジェクト素案を提案

する。

（1）アジア・太平洋障害者センター（仮称）への提言

現在、タイにおいては、障害者同士が出会える交流の場や、相談やカウンセリングが受け

られる場、社会的自立に向けて具体的な支援を受けられる場はほとんどない。

また、障害者のエンパワーメント、障害者支援制度の拡充、障害者の社会参加の障壁となっ

ている社会制度の改善を実現するためには、障害当事者団体の組織率を向上させ、活動の促

進、ネットワーク化を図ることが有効であるが、その活動促進・ネットワーク化の拠点がな

い。

よって、上記の「支援・活動・ネットワーク化」の拠点となる施設を設けることは、障害者

のエンパワーメント、障害者の組織化、引いては完全参加と平等の実現に向けて、極めて有

益であると考えられる。



- 70 -

また、同施設は障害者が主体となって運営・事業実施する障害者のための施設となるべき

であり、設立準備段階や施設運営においては、タイ・日の障害者の参加が必須要件である。

また、将来的には、同センターはタイのみならず、インドシナ引いてはアジア・太平洋地

域にその裨益を波及することが予想される。したがって、アジアにおける障害者に関する情

報と支援スキームを持つＥＳＣＡＰとの当初からの連携が有効であると考えられる。

よって、現在、日本・タイ政府において設置が検討されている「アジア太平洋障害者セン

ター（仮称）」は、少なくとも、本素案に提案した視点と機能を持たせることが必要である。

（2）障害者支援人材育成プロジェクト（専門家チーム派遣・開発福祉支援）

今後、首都圏では現場で働く人材の技術・意識の向上が必要であり、また、地方では人材

も含め障害者支援そのものの普及が必要である。よって、タイ側が行う同人材需要への対応

について専門家チーム派遣・開発福祉支援を組み合わせたスキームによって助力することも

一案であろう。想定される具体的手順は以下のとおりである。

・障害者リハビリテーション委員会をタイ側実施機関とする。

・地域での当事者支援の経験を有するプロジェクト調整員を長期専門家として派遣する。

・リハ委員会が中心となって政府機関・ＮＧＯ・障害当事者団体の現場強化・支援の地方

展開に係る人材育成需要等を把握・調整し、人材育成計画を取りまとめる。

・同計画に基づいてタイ側（政府・ＮＧＯ・障害当事者団体）は首都圏にいるタイ側の人材

を活用して人材育成に係る研修会等を開催することとし、ＪＩＣＡは必要に応じて

チーム派遣のスキームで短期専門家を講師として派遣するとともに、開発福祉支援のス

キームで研修開催経費を援助する。

障害者支援分野には日本の民間組織から所謂「物」を中心とした多様な援助が供与されてい

るが、チーム派遣で形成する政府・ＮＧＯ・障害当事者とのネットワークを通じ、それらの

援助を需要のあるところに無駄なく配分できるという副次的な効果も期待できる。

なお、上記の長期・短期専門家の派遣においては障害当事者の任命が望ましい。その際、必

要に応じて介助者、通訳者を含むサポート体制を講じなければならない。

これまで、障害者支援分野には日本の民間組織からも多様な援助が供与されているが、そ

れらの草の根レベルでの援助を同スキームに抱合できるならば、さらに障害当時者の視点に

立った、効率よい支援が期待できる。特に、日本側で発展しつつある障害者支援分野でのピ

アカウンセリングや自立生活技能プログラムの有効性を踏まえた計画づくりが推奨される。
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BOXⅣ　今後、望まれるタイと日本の協力体制

日本政府は、日本のＮＧＯ（障害当事者ＮＧＯ、
専門家サービス提供ＮＧＯ、ドナーＮＧＯ）に
対してパートナーシップの理念に基づいて協
力体制をつくる。政府は障害当事者ＮＧＯ及
び専門家サービス提供ＮＧＯに対して資金援
助、指導者養成を行い、その結果、各ＮＧＯは
障害者のエンパワーメントや活動の充実が図
られる。一方、障害当事者ＮＧＯや専門家サー
ビス提供ＮＧＯは政府に対して政策提言を行
う。日本側において、障害当事者ＮＧＯ、専門
家サービス提供ＮＧＯ、ドナーＮＧＯと政府
は連絡・連携しながら、これらの協力体制を対
外援助のパートナーシップアプローチへと発
展させることが必要である。
他方、タイ側においては、タイ政府が既に公
共福祉局のリハビリテーション委員会、ＮＧＯ
支援課を設けており、個別にはＮＧＯとの協
力が行われているが、今後はさらに発展させ、
障害当事者ＮＧＯ、専門家サービス提供ＮＧＯ、
ドナーＮＧＯの各ＮＧＯの協力・連携体制を
確立するために、タイ側に「連絡調整機関」を
設置する。同調整機関はタイの障害者支援の
総合窓口として、タイ側の障害者のニーズを
把握するととも、タイにおける政府・ＮＧＯ側
が持つ資源を最も有効的に利用できるように
調整していく。さらに、日本側の政府及びＮ
ＧＯの援助・協力が効率よく行われるよう、必
要に応じて日・タイの調整役を努める。
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